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第１章  アクションプラン策定の目的・位置付け 

 

１．策定の目的 

本市の経済成長を目指す上で重点的に取組んでいく施策と、各施策の事業展開の方向性

について、より具体的に示すことにより、各年度の事業遂行に際して本市経済部門の持つ

資源をその方向性に向けて集中し、事業を効果的に実施していくことを目的とします。 

 

２．位置付け 

「千葉市新基本計画」（計画期間：平成 24～33 年度）の実現に向け策定した、「第２次実

施計画」（計画期間：平成 27～29 年度）に対応した、本市の経済部門における部門計画で

す。 

また、平成 24 年度に策定した「千葉市地域経済活性化戦略」において、本市の産業政策

の方向性を示していましたが、策定時から経済社会環境が大きく変化し、実状と合わなく

なっている面があるため、改めて本市の産業を取り巻く現状と取るべき対応（課題）を分

析することにより、本市の産業政策の方向性を策定し、各施策と事業展開の方向性を体系

的に整理しました。 

 

３．計画期間 

平成２７年度～平成２９年度の３年間 
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第２章  千葉市産業の現状と課題 

本市の産業動向において大きな影響を持つ「中核産業の立地状況」「サービス産業／中小

事業者の状況」「観光・ＭＩＣＥの動向」について、現状認識と取るべき対応（課題）を分

析しました。 

また、産業政策を検討する上で重要な要素である人口構造の変容（予測）を踏まえ、特

に県東南部を視野に入れた広域経済圏の視点から、本市の産業へ及ぶ影響などの現状認識

と、それらについて取るべき対応（課題）を分析しました。 

 

１．産業分野の視点 

（１）中核産業の立地状況 

①現状認識 

 

 

＜千葉市の産業拠点の状況＞【図表１】 

 臨海部「蘇我地区」には、京葉工業地帯の一翼を担う鉄鋼・電力等の素

材型工業集積が形成されています。「中央港・新港地区」については、千

葉食品工業コンビナートを中心として食品、製造・運輸業、自動車整備・

自動車小売業等が集積しています。特に、千葉食品工業コンビナートは、

農林水産省「食品工業団地形成促進要綱」に基づく食品工業団地として

適正化のモデルとされており、現在も食品コンビナートとしての活力を

維持しています。 

 内陸部には、「千葉鉄工業団地」での一般機械・金属加工型工業集積があ

り、主要な中堅企業等では、新技術・製品開発型企業への転換をはじめ、

既存製造技術を活用しつつ、環境関連、医療・福祉関連等での新技術・

製品開発への取組みが進められています。 

 「幕張新都心地区」では、情報関連の大手情報・通信産業の業務・研究

機能や、ソフト・コンテンツ・ネットワーク等の最先端の情報系ベンチ

ャー企業や創業・起業家が集積しています。近年は、大手小売企業のグ

ループ企業が集積するとともに、大手通販企業が複数立地するなど、今

後成長が見込まれる流通業の集積も見られます。 

 また、日本有数のコンベンション施設を有し、数多くの国際的な見本市

や展示会が行われ、販路拡大や企業間の新たなつながりを作る場となっ

ています。 
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図表 1 千葉市の産業拠点マップ 

 

  

一般機械・金属加工型工業が集積

鉄鋼・電力等の素材型工業が集積

日本最初で最大の食品コンビナートを
有する、製造・運輸業等の集積地

緑豊かな自然の中に整備された
業務用・研究用地

都心からわずか６０分の首都圏最大級の
内陸工業団地

情報通信産業の業務・研究機
能や、大手流通企業グループ

などが集積

亥鼻イノベーションプラザ
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図表 2 千葉市・横浜市・川崎市における製造業のシェア（従業者数・売上（収入）ベース） 

 

資料）総務省「平成 24 年経済センサス－活動調査」（平成 26 年２月）より作成 

 

7.9%

18.7%

11.1%

24.1%

18.1%

54.5%

92.1%

81.3%

88.9%

75.9%

81.9%

45.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業者数

売上（収入）

従業者数

売上（収入）

従業者数

売上（収入）

千
葉
市

横
浜
市

川
崎
市

製造業 製造業以外

＜中核産業の状況＞ 

 千葉市と同様に、臨海部に産業集積を有する横浜市、川崎市と、製造業

の従業者数・売上（収入）を比較すると、千葉市における製造業従業者

が全産業に占めるシェアは 7.9％で、横浜市（11.1％）、川崎市（18.1％）

よりも低くなっています。また、千葉市の売上（収入）についても同様

で、18.7％と、横浜市（24.1％）、川崎市（54.5％）よりも低くなっ

ています。【図表２】 

 しかし、製造業の労働生産性（従業員１人あたりの付加価値額）は、農

林漁業やサービス産業と比較すると高い上に、製造業は、特化係数と当

該産業の労働生産性の間に正の相関がみられる業種の１つであり、集積

が高まるほど、労働生産性が高まる傾向がみられます。このように、製

造業は地域経済の成長にとって重要な業種であり、千葉市の地域経済の

成長のためには、前項で整理したような製造業の集積の役割は引き続き

重要と言えます。【図表３・４】 

 製造業以外では、亥鼻イノベーションプラザ入居企業を中心としたヘル

スケア関連産業など、地域の中核になり得る産業はありますが、現時点

では十分な集積がみられるとは言い難い状況です。 
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図表 3 産業別労働生産性  

 

注釈）大規模都市圏：人口 30 万人以上、小規模都市圏：人口 30 万人未満、地方圏 

資料）経済産業省「日本の「稼ぐ力」創出研究会（第 6 回）」配布資料（平成 26 年 10 月） 

 

図表 4 産業集積と労働生産性の関係  

 

 

資料）経済産業省「日本の「稼ぐ力」創出研究会（第 6 回）」配布資料（平成 26 年 10 月） 

  



 

 6 

②取るべき対応（課題） 

 

 

 

  

 一般に、中核となる企業とその周辺・関連企業のまとまり（＝産業集積）

が存在する地域ほど、生産性が高まる傾向があります。千葉市において

も、製造業やヘルスケア関連産業などの中核企業を育成・誘致し、その

周辺・関連産業のまとまりを生み出すことで、生産性向上が期待出来ま

す。 

 企業活動の拠点には、本社、支社、生産拠点、研究開発拠点などがあり

ますが、近年、自社の競争力強化のために、意思決定のスピードや研究

開発の効率性を重視した国内拠点あるいは海外拠点の再編・集約を進め

る企業がみられます。こうした動向を踏まえ、雇用面や税収面で立地効

果が大きい本社や生産拠点の集約化の受け皿を整備し、さらに規制緩和

の推進等により新たな企業立地を促進する必要があります。  

 既存製造業企業について、事業の高度化を目的とした追加投資を促進す

る必要があります。 
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（２）サービス産業・中小事業者の状況 

①現状認識 

 

図表 5 千葉市におけるサービス産業のシェア（従業者数ベース） 

 

資料）総務省「平成 24 年経済センサス－活動調査」（平成 26 年２月）より作成 

84.7%

83.2%

82.1%

75.5%

73.6%

15.3%

16.8%

17.9%

26.4%

26.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

千葉市

さいたま市

横浜市

川崎市

相模原市

サービス産業 サービス産業以外

＜サービス産業の状況＞ 

 サービス産業は、千葉市内従業者の約 85％が従事する主力産業です。サ

ービス産業は、地域の人口規模・密度が生産性に及ぼす影響が大きいた

め、一般に大都市圏ほど産業構成比が高くなる傾向がみられますが、千

葉市は、他の政令指定都市と比較しても、その割合は高くなっています。

【図表５】 

 サービス産業には、地域市場内でサービスの提供と消費が行われる業種

と、地域市場外へのサービス提供が可能な業種があります。前者は、小

売業、医療・福祉などの「地域の生活を直接支える業種」であり、後者

は、情報通信産業など「域外から稼ぐことができる業種」と言えます。

【図表６】 

 「地域の生活を直接支える業種」として卸売業,小売業、教育,学習支援業、

医療,福祉を、「域外から稼ぐことができる業種」として情報通信業の各業

種の全産業に占める従業者シェアを政令指定都市間で比較します。千葉

市は、「地域の生活を直接支える業種」のうち卸売業,小売業のシェアは比

較的高くなっていますが、その他の業種は政令指定都市間でほぼ平均的

な水準です。 

 「域外から稼ぐことができる業種」である情報通信業についても、川崎

市、横浜市よりシェアは低いものの、政令指定都市間ではほぼ平均的な

水準と言えます。【図表７】 
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図表 6 千葉市におけるサービス産業のシェア（従業者数ベース） 

 
注釈）経済産業省「日本の「稼ぐ力」創出研究会（第 6 回）」配布資料（平成 26 年 10 月）によれば、卸

売業,小売業、教育,学習支援業、医療,福祉については、人口密度と生産性の相関係数が特に高いこと

が指摘されており、「地域の生活を直接支える」業種とした。 

資料）総務省「平成 24 年経済センサス－活動調査」 （平成 26 年２月）より作成 

 

図表 7 「地域の生活を直接支える業種」と「域外から稼ぐことができる業種」の 

全産業に占めるシェア比較（従業者数ベース） 

 

資料）総務省「平成 24 年経済センサス－活動調査」（平成 26 年２月）より作成 

  

産業分類 事業所数 従業者数
情報通信業 394 11,897

運輸業、郵便業 760 24,545

卸売業、小売業 7,347 89,070

金融業、保険業 609 14,812

不動産業、物品賃貸業 2,311 11,296

学術研究、専門・技術サービス業 1,379 14,330

宿泊業、飲食サービス業 3,556 37,967

生活関連サービス業、娯楽業 2,716 17,421

教育、学習支援業 1,015 16,207

医療、福祉 2,310 40,888

複合サービス事業 123 1,104

その他 2,028 48,353

「域外から稼ぐ」こと
ができる業種

「地域の生活を直接
支える」業種

0%

5%

10%

15%

20%

25%

卸売業，小売業 教育，学習支援業 医療，福祉 情報通信業

地域の生活を直接支える業種 域外から稼ぐことができる

業種

千葉市 さいたま市 横浜市 川崎市 相模原市 ５市計
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図表 8 サービス産業における人口規模別の生産性格差（万円／人） 

 

資料）経済産業省「日本の「稼ぐ力」創出研究会（第 6 回）」配布資料（平成 26 年 10 月） 

 

  

＜サービス産業の労働生産性＞ 

 立地都市の人口規模別にサービス産業の生産性を比較すると、情報通信

や教育等の業種では、人口規模の大きな都市ほど生産性が高く、千葉市

のような人口規模の大きい都市では、これら業種の立地優位性が高いと

言えます。【図表８】 
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②取るべき対応（課題） 

 

 

図表 9 産業別労働生産性（再掲） 

 

資料）経済産業省「日本の「稼ぐ力」創出研究会（第 6 回）」配布資料（平成 26 年 10 月） 

 

  

 サービス産業は、経済圏の規模が小さくなるほど生産性が低くなる傾向

がみられ、県東南地域も含めた広域経済圏における今後の人口動態（図

表 16参照）を踏まえると、広域経済圏としてのサービス産業の生産性向

上は重要課題と言えます。【図表９】 

 一方、情報通信業など、比較的企業立地に自由度の高い「域外から稼ぐ」

ことができるサービス産業については、人口規模の大きい千葉市では、

他の大規模経済圏の需要獲得へ向けた競争力強化が必要です。 
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（３）観光・MICE の動向 

①現状認識 

 

 

図表 10 訪日外客数の推移 

 

資料）日本政府観光局資料より作成 
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＜観光・ＭＩＣＥの状況＞ 

 我が国の訪日客数は増加基調にあり、平成２６年には１千３百万人を超

えています。さらに、平成３２年の東京オリンピック・パラリンピック

の開催決定により、今後、特にアジアを中心とした観光需要は更なる高

まりが期待されます。【図表１０】 

 千葉市の観光資源についてみると、海辺に関しては、遠方の富士山やス

カイツリーなどを望める人工海浜など比較的充実しています。他方内陸

部には、現時点では、魅力的な観光資源が十分とは言い難く、今後の資

源の掘り起こしや磨き上げが期待されます。【図表１１】 
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図表 11 千葉市の「ブルー」＆「グリーン」戦略  

 
資料）千葉市ウェブサイトに加筆 

 

  

ブルー（海辺）

グリーン（内陸）



 

 13 

 

図表 12 幕張新都心の日々活動人口の推移  

 

資料）千葉市資料より作成 

 

図表 13 幕張メッセ来場者数の推移  

 

資料）千葉市資料より作成 
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＜幕張新都心の状況＞ 

 幕張新都心の活動人口は来訪者を中心に増加しています。この主要因は、

大規模商業施設です。【図表１２】 

 幕張メッセの来場者数は近年増加しているものの、長期的にみるとピー

ク時とは開きがあります。また、ＭＩＣＥは経済波及効果が大きく都市

ブランドの向上につながることから世界的にも注目されています。 

【図表１３・１４】 
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図表 14 幕張メッセの経済波及効果  

■幕張メッセの経済波及効果（平成 18 年度調査） 

 県内への経済波及効果 年間約 970 億円、県内への雇用創出効果 7,269 人 

■幕張新都心の税収効果（平成 19 年度決算） 

 県税 約 36 億円、市税 約 153 億円 （計約 189 億円）  

資料）千葉市資料より作成 

 

②取るべき対応（課題） 

 

 

  

 観光資源の磨き上げ（例：農家レストランなどの「グリーン」のコンテ

ンツ充実）とともに、集客プロモーションの強化や、インバウンドの推

進により世界の観光需要を取り込む必要があります。 

 幕張新都心の経済波及効果を最大化するため、市内宿泊者数の増加や幕

張メッセの稼働率向上を図りつつ、幕張メッセの存在を活かした積極的

なＭＩＣＥ誘致を行う必要があります。 

 国際的な会議やイベントの誘致に向けて、幕張新都心の海辺や公園など

の自然環境を含めた、千葉市の開催ポテンシャルをＰＲする必要があり

ます。 
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２．広域経済圏の視点 

①現状認識 

 

 

図表 15 千葉市の将来人口 

 

資料）千葉市「人口推計結果」より作成   

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

H22 H24 H26 H28 H30 H32 H34 H36 H38 H40 H42 H44 H46 H48 H50 H52

15歳未満 15～64歳 65歳以上

（人）
生産年齢人口のピーク：H23（62.5万人）

H52の生産年齢人口：45.8万人（H23の約７割）

＜将来人口推計と影響＞ 

 千葉市の総人口は、平成 32 年以降減少に転じることが予想されていま

す。年齢３区分別にみると、今後生産年齢人口は減少し、高齢者人口が

増加していくことから、市場規模の縮小と労働力不足という課題が顕在

化すると予想されます。【図表１５】 

 千葉県全体でみると、人口の重心は徐々に県北西の東葛・葛南エリアの

市部に移りつつある一方、千葉市周辺市町村や県東南部での人口減少が

著しくなっています。県西の大都市であり、雇用や高次都市機能が集積

する千葉市において、経済圏の核としての役割が高まりつつあります。

【図表１６】 
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図表 16 将来人口推計（地域振興事務所別）（単位：千人） 

 

注釈）カッコ内の数値は、平成 22 年→平成 52 年の変化率 

資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」より作成 
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（77.6%)

市原市

（80.3%)

山武

（72.2%)

海匝

（65.6%)

長生

（74.9%)

安房

（66.9%)

香取

（62.9%)

夷隅

（64.3%)

将来人口推計（地域振興事務所別） 単位：千人

H22年 H52年

県東南の人口減少が著しい

人口減少は比較的緩やか

雇用の場や高次都市機能を有する
千葉市と、県東南の相互補完
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②取るべき対応（課題） 

 

 

図表 17 千葉県の主要商圏の分布 

 

資料）千葉県「千葉県の商圏 平成 24 年度 消費者購買動向調査報告書」（平成 25 年３月） 

 人口構造の変容に伴い、周辺地域との機能補完により地域の生活を支え

るサービスを提供するなど、千葉市を中心とした広域経済圏での市場形

成をはかる必要があります。【図表１７】 

 広域経済圏を支える核都市として、周辺地域との補完により新たな産業

を育成していくことで、県東南地域に対して雇用の場を提供するととも

に、大都市特有の人材の多様性を活かし、チャレンジ精神に富む産業人

材を育成・輩出していく必要があります。 

 生産年齢人口の減少に少しでも歯止めをかけるため、企業立地の促進す

ることで新たな雇用の場を生み出す必要があります。 
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第３章  千葉市産業の政策の方向性 

前章の「産業分野の視点」と「広域経済圏の視点」における現状認識と取るべき対応（課

題）から、４つの政策の方向性を策定しました。 

 

１．競争力のある産業集積の形成による地域経済の成長 

千葉市には、内陸部や臨海部に特徴ある産業拠点が形成されており、製造業や流通業な

ど多様な業種の集積がみられます。これらは、主に域外から資金を流入させる「域外市場

産業」であり、地域経済の心臓部とも言える存在です。市の生産年齢人口が減少に転じつ

つある中、新たな企業立地や既存企業の事業高度化促進により、域外から資金を稼いでく

る産業の集積を促進し、競争力のある産業集積を形成することは地域経済の成長のみなら

ず、雇用確保の面からも一層重要性を増しています。 

こうしたことから、本アクションプランでは、「競争力のある産業集積の形成による地域

経済の成長」を１つ目の政策の柱として設定し、競争力のある中核企業の集積を促進する

とともに、地域経済の成長が図られる環境を構築していきます。【図表１８】 

図表 18 「政策の方向性」の導出（その１） 

 

 

 

  

中核企業の誘致・育成と関連産業の集積促進
（産業分野の視点・中核産業の立地状況より）

新たな企業立地の促進
（産業分野の視点・中核産業の立地状況より）

既存製造業企業の事業高度化促進
（産業分野の視点・中核産業の立地状況より）

 “域外から稼ぐサービス産業”の育成
（産業分野の視点・サービス産業／中小事業者の状況より）

県東南地域との補完による新たな成長産業の育成
（広域経済圏の視点より）

生産年齢人口の減少に歯止めをかけるための新たな雇用の場の創出
（広域経済圏の視点より）

１．競争力のある産業集積の形成による地域経済の
成長

競争力のある中核企業の集積促進
地域経済の成長が図られる環境の構築
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２．市民生活を支える持続性の高い地域経済の構築 

地域の生活を直接支える小売業や生活関連サービス等の「域内市場産業」は、地域経済

の「血液」と言えます。しかし、「域内市場産業」は、地域に市場が限られることから、人

口減少が著しいなど市場規模が縮小する地域では、競争が不十分となり、生産性は低いも

のとなります。一方、人口規模・密度が比較的大規模な千葉市は、今後も集積の経済を享

受できる上に、周辺地域からの流入による購買力の増加が期待できます。このため、今後

は、自市のみならず、広域経済圏の市場形成も視野に入れながら、市民生活を支える持続

性の高い地域経済を構築することが重要です。 

こうしたことから、本アクションプランでは、「市民生活を支える持続性の高い地域経済

の構築」を２つ目の政策の方向性として設定し、持続的に発展する地域づくりや地域経済

の活性化を図るとともに、市民生活を支える地域密着型サービス産業の振興を進めていき

ます。【図表１９】 

 

図表 19 「政策の方向性」の導出（その２） 

 

 

 

 

 

  

 県東南経済圏の市民生活を支えるサービス産業の生産性向上
（産業分野の視点・サービス産業／中小事業者の状況より）

千葉市を中心とした広域経済圏での市場形成
（広域経済圏の視点より）

県東南地域との補完による新たな成長産業の育成
（広域経済圏の視点より）

２．市民生活を支える持続性の高い地域経済の構築

持続的に発展する地域づくりや地域経済の活性化
市民生活を支える地域密着型サービス産業の振興
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３．MICE誘致・観光プロモーション強化によるグローバルな観光需要の取り込み 

幕張新都心地区では、幕張メッセという日本有数のコンベンション施設が立地し、数多

くの国際的な見本市や展示会が開催されています。一方、市全体でみると、魅力的な観光

資源が十分とは言い難く、今後の資源の掘り起こしや磨き上げが期待されています。 

我が国の観光・MICE をめぐる経済社会環境をみると、訪日客数は増加基調にあり、さ

らに、平成 32 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックを契機として、観光需要

は更なる高まりが期待されています。こうした好機を捉え、MICE 誘致や観光プロモーシ

ョンの強化によるグローバルな観光需要を取り込んでいくことが重要です。 

こうしたことから、本アクションプランでは、「MICE 誘致・観光プロモーション強化に

よるグローバルな観光需要の取り込み」を３つ目の政策の方向性として設定し、経済波及

効果の大きい MICE 誘致及び、「おもてなしダイバーシティ」を念頭においたインバウンド

集客を促進するとともに、観光資源としての魅力の発掘とアクションプラン化、ターゲッ

トごとの PR 戦略を実施します。【図表２０】 

 

 図表 20 「政策の方向性」の導出（その３） 

 

 

 

 

  

観光資源の磨き上げ等による世界の観光需要の取り込み
（産業分野の視点・観光・ＭＩＣＥの動向より）

幕張メッセへの積極的なＭＩＣＥ誘致と経済効果の最大化
（産業分野の視点・観光・ＭＩＣＥの動向より）

国際的な会議やイベントの誘致に向けた開催ポテンシャルのPR                         
（産業分野の視点・観光・ＭＩＣＥの動向より）

３．ＭＩＣＥ誘致・観光プロモーション強化によるグローバ
ルな観光需要の取り込み

経済波及効果の大きいMICE誘致の促進
「おもてなしダイバーシティ」を念頭においたインバウンド
集客

各資源の観光魅力の発掘とアクションプラン化、ターゲット
ごとのＰＲ戦略の実施
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４．チャレンジ精神に富む人材・企業の輩出 

千葉市は、県東南を含む広域経済圏の核となる大都市として、地域の生活を支えるサー

ビスを提供するなど広域経済圏での市場形成や、県東南部に雇用を創出するなど、広域経

済圏において経済・雇用面で牽引することが期待されています。特に、人材面においては、

大都市特有の人材の多様性・集積性を活かし、チャレンジ精神に富む産業人材を育成・輩

出していくことが重要です。 

こうしたことから、「チャレンジ精神に富む人材・企業の輩出」を、本アクションプラン

の４つ目の政策の方向性として設定し、将来の地域経済を牽引するスタートアップ企業を

輩出していくとともに、学生・女性・シニア等の安定的な就労環境を確保します。さらに、

将来の地域経済の担い手となる産業人材を育成していきます。【図表２１】 

 

 図表 21 「政策の方向性」の導出（その４） 

 

 

 

 

  

チャレンジ精神に富む産業人材の育成・輩出
（広域経済圏の視点より）

県東南地域との補完による新たな成長産業の育成
（広域経済圏の視点より）

４． チャレンジ精神に富む人材・企業の輩出

将来の地域経済を牽引するスタートアップ企業の輩出
学生・女性・シニア等の安定的な就労環境の確保
将来の地域経済の担い手となる産業人材の育成
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第４章  政策を実現する施策導出へ向けた分析 

策定した４つの政策の方向性に関連するもので、且つ、全国的な水準・観点から見た本

市における代表的な強み／弱みと機会／脅威を抽出しました。 

上記に併せて市内企業等へのヒアリング結果も踏まえた分析により、本市の経済成長へ

向けて重点的に取組むべき 10 の施策を策定しました。 

 

１．分析の枠組み 

全国的な水準、観点からの千葉市における代表的な強み／弱みと機会／脅威を抽出、整

理すると下記のようになります。これらの「強み」、「弱み」、「機会」、「脅威」をさらにク

ロスさせ、取り組むべき施策を導出しました。【図表２２】 

図表 22 内部環境、外部環境からみた千葉市の強み／弱み・機会／脅威 

内部環境 外部環境 

【強み】 

S1.千葉大学医学部・亥鼻 IPの存在 

S2.幕張新都心地区における MICE関連施設

の立地 

S3.臨海部の産業集積 

S4.国内外への交通アクセス 

S5.政令市としての人口集積・市場規模 

【機会】 

O1.国による成長戦略の策定・地域経済の活

性化に関する支援 

O2.東京オリンピック・パラリンピックの開

催 

O3.社会経済情勢の変化に伴う消費者意識

の多様化、安全志向の高まり 

【弱み】 

W1.地域ブランディング力の低さ 

W2.ものづくり産業の集積の低さ 

【脅威】 

T1. 企業のグローバル競争の激化 

T2. 国内における企業立地を巡る厳しい競

争環境 

T3.人口減少等に伴う国内需要の停滞 

 

 

 内部環境 
【強み】（Strengths） 
・千葉市の強み 

【弱み】（Weaknesses） 
・千葉市の弱み 

外
部
環
境 

【機会】 
(Opportunities) 
・千葉市が活用可能な外
的機会 

・「機会」を活かして「強
み」をどう伸ばすか？ 

・「機会」を活かして「弱み」
をどう補うか？ 

【脅威】(Threats) 
・千葉市が直面する外的
脅威 

・「強み」を活かして「脅
威」をどう克服するか？ 

・「弱み」に対する「脅威」を
どう回避するか？ 
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２．強み／弱み・機会／脅威の分析 

（１）強み 

①千葉大学医学部・亥鼻イノベーションプラザの存在（S1） 

 

 

図表 23 千葉大亥鼻イノベーションプラザへのヒアリング記録 

■千葉大亥鼻イノベーションプラザ 

・千葉大学亥鼻キャンパス内の医学部附属病院（臨床の現場）と医学部（基礎研究）の真ん中

に立地し、医療系・メディカル系の研究開発を行うには最適な立地です。千葉大学医学部附

属病院は、県内２番目の病床数（830 床）を誇る中核的な医療機関です。外来患者数は毎日

2,000～3,000 人に上ります。また、看護学部の存在は、介護系ビジネスを展開する企業（デ

ンタルサポート㈱）にとって重要な連携先であり、当プラザの特長の１つとなっています。 

・医療関係者が身近にいることも亥鼻イノベーションプラザやその入居企業にとって強みです。

千葉大学側も、「治療学」をテーマとして、亥鼻キャンパスにおける医学と薬学の有機的統合

を打ち出しているため、今後のさらなる連携が期待出来ます。 

 

  

 市内亥鼻地区には、千葉大学亥鼻キャンパスとして、医学部および付属

病院、薬学部・看護学部に加え、関連大学院が立地しています。また、

同キャンパス内の中央部には、「千葉大亥鼻イノベーションプラザ（中小

企業基盤整備機構千葉大学連携型起業家育成施設）」が整備されていま

す。同キャンパスは、千葉駅等中心市街地にほど近く市内移動利便性も

高くなっています。 

 これらの拠点は、先端医療分野（創薬、バイオ、ヘルスケア、介護等）

の研究開発と事業化を進める上で優れた立地環境にあります。 

【図表２３】 
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②幕張新都心地区におけるＭＩＣＥ関連施設の立地（S2）【図表２４・２５・２６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 幕張新都心地区には、幕張メッセを中心としたコンベンション施設や、

球場等のスポーツ施設、宿泊・商業施設が集積しています。 

 首都圏における MICE 関連施設の立地地域周辺と比較すると、コンベン

ション機能については国際空港や東京方面からのアクセスに優れ、施設

規模や催事開催実績等からみても国内有数の集客拠点と言えます。 

 商業機能については、他の MICE 関連施設の立地地域と比べて、アウト

レットや大型のショッピングモール等の集積が強みと言えます。 

 文化施設については、映画館や音楽劇場・美術館などの多様性が十分と

は言い難いものの、県立幕張海浜公園やいなげの浜など、広大な緑地や

公園施設が整備されており、散策や海水浴のほか、サマーソニック等の

全国規模の文化イベントの開催地としても利用されています。 

 業務機能については、情報・通信産業が集積しているほか、大手小売企

業や、大手通販企業等の本社機能の立地が進んでいます。 
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図表 24 ＭＩＣＥ関連施設の立地比較 

 幕張メッセ パシフィコ横浜 東京ビッグサイト 

開業年 平成元年 10 月 平成 3 年 7 月 平成８年４月 

運営主体 ㈱幕張メッセ ㈱横浜国際平和会議場 ㈱東京ビッグサイト 

出資者 

千葉県（20.0%）、㈱日
本 政 策 投 資 銀 行
（ 20.0% ）、 千 葉 市
（12.5％）等 

横浜市（24.58%）、神
奈川県（11.99%）、㈱
日 本 政 策 投 資 銀 行 
（9.59%）、等 

㈱東京臨海ホールディン
グス*（73.5%）、三井不
動産㈱、㈱東芝 、㈱日立
製作所 、三菱電機㈱等 
*主要株主は東京都（85.1％） 

総敷地面積 217,152 ㎡ 50,734 ㎡ 243,419 ㎡ 

展示場面積 72,000 ㎡ 20,000 ㎡ 80,660 ㎡ 

展示場構成 
1～8 ﾎｰﾙ：54,000 ㎡
(6,750 ㎡×8 ﾎｰﾙ) 
9～11 ﾎｰﾙ：18,000 ㎡ 

展示ホール A,C ：各
3.300 ㎡、展示ホール
B,D：各 6,700 ㎡ 

屋内展示場２棟 10 ﾎｰﾙ
（80,660 ㎡）、屋外展
示場（9,000 ㎡）、屋上
展示場（6,000 ㎡） 

ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾎｰﾙ ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾎｰﾙ（1,390 ㎡） ｱﾈｯｸｽﾎｰﾙ（1,350 ㎡） 
ﾚ ｾ ﾌ ﾟ ｼ ｮ ﾝ ﾎ ｰ ﾙ（1,700
㎡）、国際会議場（1,030
㎡） 

会議室 
国際会議室（635 ㎡）、
中会議室 10 室、小会議
室８室 

会議センター（大中小会
議室約 50 室） 

会議室 22 室（35 ㎡～
760 ㎡） 

その他 
幕張ｲﾍﾞﾝﾄﾎｰﾙ（3,098
㎡） 

国立大ﾎｰﾙ（約5,000席） － 

駐車場 5,550 台＋臨時駐車場 1,200 台＋臨時駐車場 520 台＋臨時駐車場 

その他施設 
ﾚｽﾄﾗﾝ（２店舗）、売店（５
店舗）、ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ 

ﾚｽﾄﾗﾝ、ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ、ホテ
ル（客室数約 600 室） 

ﾚｽﾄﾗﾝ・ｶﾌｪ（14 店舗） 
ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ（３店舗）、
ﾋﾞｼﾞﾈｽｾﾝﾀｰ 

宿泊 

ｱﾊﾟﾎﾃﾙ&ﾘｿﾞｰﾄ 
ﾎﾃﾙｸﾞﾘｰﾝﾀﾜｰ幕張 
ﾎﾃﾙ ｻﾞ･ﾏﾝﾊｯﾀﾝ 
ﾎﾃﾙｽﾌﾟﾘﾝｸﾞｽ幕張 
ﾎﾃﾙﾆｭｰｵｰﾀﾆ幕張 
ﾎﾃﾙﾌﾗﾝｸｽ 

ﾎﾃﾙ日航東京  
ﾎﾃﾙｸﾞﾗﾝﾊﾟｼﾌｨｯｸ･ﾙ･ﾀﾞｲﾊﾞ 
東京ﾍﾞｲ有明ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ  
東京ﾍﾞｲｺｰﾄ倶楽部ﾎﾃﾙ&ｽ
ﾊﾟﾘｿﾞｰﾄ  
ﾎﾃﾙｻﾝﾙｰﾄ有明 

横浜ﾛｲﾔﾙﾊﾟｰｸﾎﾃﾙ、ﾖｺﾊﾏｸﾞ
ﾗﾝﾄﾞｲﾝﾀｰｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙﾎﾃﾙ、横
浜桜木町ﾜｼﾝﾄﾝﾎﾃﾙ、ﾆｭｰｵ
ｰﾀﾆｲﾝ横浜、ﾊﾟﾝﾊﾟｼﾌｨｯｸ
横浜ﾍﾞｲﾎﾃﾙ東急、ﾅﾋﾞｵｽ
横浜 

東京駅 
鉄道 37 分（東京～海

浜幕張） 
鉄道 34 分（東京～み

なとみらい） 
鉄道 17 分（東京～国

際展示場） 

成田空港 

バス 41 分 成田空港
第二 T～海浜幕張
駅 

 

鉄道  87 分（成田空
港～横浜） 

バス 125 分（成田空港
第 2T～横浜ｸﾞﾗﾝ
ﾄﾞｲﾝﾀｰｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙﾎﾃ
ﾙ） 

鉄道 96 分（成田空港
～大崎～国際展示
場） 

バス 60 分（成田空港
～東京ベイ有明ﾜｼ
ﾝﾄﾝﾎﾃﾙ） 

羽田空港 

バス 52 分 羽田空港
国際線 T・第１T
～海浜幕張 

鉄道 76 分 羽田空港
国際線 T～品川～
海浜幕張 

鉄道 39 分（羽田空港
国際線 T～京急蒲
田～みなとみら
い） 

鉄道 37 分（羽田空港
国際線 T～天空橋
～天王洲ｱｲﾙ～国
際展示場） 

バス 25 分（羽田空港
～東京ﾋﾞｯｸｻｲﾄ）  

注 ）H24.3時点 
資料）千葉県「幕張新都心の魅力を高めるための県市共同調査」平成 24年 3月 
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図表 25 幕張新都心地区の機能集積の状況 

統計指標 幕張新都心 みなとみらい 21 地区 臨海副都心 

基
礎
デ
ー
タ 

居住人口 23,637 人 8,318 人 26,176 人 

世帯数 8,146 世帯 4,237 世帯 12,475 世帯 

従業員数 38,374 人 51,826 人 38,159 人 

来街者数 
約 2,230 万人 

（平成 22 年度） 

5,800 万人 

（平成 22 年） 

4,800 万人 

（平成 22 年） 

※交通機関の利用

者数を合計 

小
売
業 

事業所数 225 件 390 件 370 件 

年間商品販売額 14,793,008 万円 38,858,206 万円 8,901,100 万円 

売場面積 61800 ㎡ 118990 ㎡ 96001 ㎡ 

充
足
状
況 

人口千人あたり
事業所数 

9.52 46.99 14.12 

来街者 10 万人
あたり事業所数 

1.02 0.67 0.77 

従業員数あたり
事業所数 

170.6 132.9 103.1 

面積あたり年間
商品販売額（万
円／㎡） 

239.4 326.6 92.7 

注 1）各統計指標から、３地区の町丁部分を集計した。 
注 2）H24.3時点 
資料）千葉県「幕張新都心の魅力を高めるための県市共同調査」平成 24年 3月 

 

図表 26 緑地・公園機能の立地比較 

施設・機能 幕張新都心 みなとみらい 21 地区 臨海副都心 

緑地・公園 県立幕張海浜公園  
メッセモール 
芝園公園  
幕張海浜緑地  
浜田川緑地  
花見川緑地 
(住宅地区内公園除く) 

臨港パーク  
象の鼻パーク  
日本丸メモリアルパーク  
赤レンガパーク 
新港パーク 
運河パーク 
グランモール公園  
高島中央公園  
高島水際線公園 

お台場海浜公園、台場公園、  
お台場レインボー公園 
潮風公園 
シンボルプロムナード公園 
青海南ふ頭公園 
青海中央ふ頭公園 
暁埠頭公園、水の広場公園 
有明西ふ頭公園  
東京臨海広域防災公園 

港湾機能 - 横浜新港客船ﾀｰﾐﾅﾙ 
みなとみらいさん橋･海上旅
客ターミナル 

有明客船ターミナル 
青海客船ターミナル 
東京港フェリーターミナル 

注 ）H24.3時点 
資料）千葉県「幕張新都心の魅力を高めるための県市共同調査」平成 24年 3月 
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③臨海部の産業集積（S3） 

 

 

図表 27 京葉臨海コンビナートの概要 

 
資料）規制改革会議 投資促進ワーキング・グループ第７回会議資料（平成 27年３月） 

 

 

 

 

 

 

 臨海部の「蘇我地区」には、昭和 20 年代に川崎製鉄（現：JFE スチー

ル）、昭和 30 年代に東京電力千葉火力発電所が進出した地区であり、現

在に至るまで、鉄鋼・電力等の大規模工場が立地し、京葉工業地帯の一

翼を担う素材型工業の集積地域となっています。【図表２７】 

 京葉臨海コンビナート地域では、鉄鋼業、石油精製、石油化学工業の大

型設備が密集しており、大量の水素発生及び消費がなされています。 

 「中央港・新港地区」は、千葉食品コンビナートを中心として製造・運

輸業、自動車整備・自動車小売業等が集積している。特に、千葉食品コ

ンビナートは、農林水産省「食品工業団地形成促進要綱」に基づく食品

工業団地の適正化モデルとされています。 
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④国内外への交通アクセス（S4） 

 

図表 28 成田国際空港における海外都市・国への乗り入れ状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）成田国際空港株式会社ウェブサイト 

 

図表 29 成田国際から首都圏主要都市へのアクセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）成田国際空港株式会社ウェブサイト 

 

 市外への主要公共交通ネットワークは、JR 線（総武線（緩行・快速）、

京葉線、外房線、内房線）と京成線等により構成されています。特に成

田市に位置する成田国際空港と世界各地を結ぶ国際航空ネットワーク

は、34 カ国３地域、100 都市へ拡がっており、千葉市からこの空港へ

の利便性は、首都圏主要都市の中でも極めて高くなっています。千葉駅

からは鉄道を利用し約 36 分で、また、幕張新都心からもリムジンバス

利用により約 40 分で到着可能です。【図表２８】 

 なお、近年国際化が進む羽田空港には、千葉市へおよそ 80 分～100 分

程度でアクセスすることができます。【図表２９】 
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⑤政令市としての人口規模・市場性（S5） 

 

 

図表 30 人口・人口密度 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）平成 24年 10月 1日現在、単位：人（左）、人/k㎡（右） 

資料）国勢調査報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 全国の大都市（政令市・都区部）のなかでも 14 位、96 万人の人口を有

し、人口密度は 9 位とより上位です。市内を主たるマーケットとしたビ

ジネスの事業採算性が確保しやすい可能性や、ビジネスに必要な人材確

保の面でメリットが享受しやすい環境と言えます。【図表３０】 

 従業者１人あたりの小売販売額は、6 位と比較的高く、商業が活発な様

子がうかがえます。【図表３１】 

都市名 人口 順位

東 京 都 区 部 8 996 073   1

横 浜 市 3 697 006   2

大 阪 市 2 677 375   3

名 古 屋 市 2 266 851   4

札 幌 市 1 928 776   5

神 戸 市 1 542 128   6

福 岡 市 1 492 254   7

京 都 市 1 472 578   8

川 崎 市 1 439 164   9

さ い た ま 市 1 235 428   10

広 島 市 1 181 410   11

仙 台 市 1 060 877   12

北 九 州 市  971 788   13

千 葉 市  963 557   14

堺 市  842 426   15

新 潟 市  811 386   16

浜 松 市  797 039   17

熊 本 市  737 689   18

相 模 原 市  719 709   19

岡 山 市  712 775   20

静 岡 市  712 330   21

都市名 人口密度 順位

東 京 都 区 部  14 440   1

大 阪 市  12 006   2

川 崎 市  9 970   3

横 浜 市  8 499   4

名 古 屋 市  6 944   5

さ い た ま 市  5 680   6

堺 市  5 617   7

福 岡 市  4 367   8

千 葉 市  3 541   9

神 戸 市  2 790   10

相 模 原 市  2 189   11

北 九 州 市  1 985   12

熊 本 市  1 894   13

京 都 市  1 779   14

札 幌 市  1 720   15

仙 台 市  1 350   16

広 島 市  1 305   17

新 潟 市  1 117   18

岡 山 市   902   19

浜 松 市   512   20

静 岡 市   505   21
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図表 31 １事業所あたり年間商品販売額、大型小売店売り場面積あたり年間商品販売額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）平成 24年 10月 1日現在、単位：万円（両表とも）、右表は熊本市のデータなし。 

資料）平成 24年 経済センサス活動調査、平成 24年末商業動態統計調査 

 

 

 

  

都市名
従業者1人当たり
小売業年間販売額

順位

東 京 都 区 部  2 694   1

大 阪 市  2 615   2

名 古 屋 市  2 416   3

横 浜 市  2 366   4

福 岡 市  2 362   5

千 葉 市  2 265   6

仙 台 市  2 210   7

岡 山 市  2 177   8

浜 松 市  2 143   9

神 戸 市  2 133   10

京 都 市  2 129   11

広 島 市  2 116   12

札 幌 市  2 115   13

熊 本 市  2 103   14

新 潟 市  2 101   15

さ い た ま 市  2 076   16

堺 市  2 065   17

川 崎 市  1 983   18

静 岡 市  1 911   19

北 九 州 市  1 883   20

相 模 原 市  1 828   21

都市名
大型小売店売場面
積（1千㎡）当たり年
間商品販売額

順位

東 京 都 区 部  126 547   1

大 阪 市  109 511   2

京 都 市  90 667   3

横 浜 市  89 916   4

名 古 屋 市  87 673   5

川 崎 市  80 575   6

仙 台 市  78 935   7

神 戸 市  77 423   8

福 岡 市  73 013   9

千 葉 市  71 610   10

さ い た ま 市  70 112   11

札 幌 市  68 088   12

堺 市  64 556   13

新 潟 市  64 464   14

静 岡 市  64 273   15

浜 松 市  59 748   16

広 島 市  59 578   17

相 模 原 市  58 038   18

岡 山 市  56 997   19

北 九 州 市  49 156   20
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（２）弱み 

①地域ブランディング力の弱さ（W1） 

 

図表 32 中小企業地域資源活用促進法に係る地域資源の指定状況 

○平成 26 年 2 月 14 日現在、307 の地域資源が指定されており、うち千葉市を含む地域資源

については、以下のとおりです（県全域を指定している資源はのぞく）。 

(1)農林水産物（全 83） 

5.千葉のさつまいも、7.千葉のなし、8.千葉のトマト、9.千葉のネギ、10.千葉のニンジン、11.

千葉のさといも、39.千葉の植木 

(2)鉱工業品および鉱工業品の生産に係る技術（全 32） 

6.天然ガス、7.ヨード、32.鉄砲漬け 

(3)文化財、自然の風景地、温泉その他の地域の観光資源（全 192） 

38.幕張新都心、39.加曽利貝塚、40.月ノ木貝塚、41. 犢橋貝塚、42.花輪貝塚、43.荒屋敷貝

塚、48.御成街道、90.千葉ポートタワー、91.千葉寺ノ公孫樹、92.千葉神社、93.千葉市民花

火大会、94.浅間神社の神楽、95.稲毛の松林、96.昭和の森、97.千葉都心イルミネーション（ル

ミラージュちば）、98.千葉公園、99.泉自然公園、129.八街産落花生農園、132.千葉のさつま

いも農園、134.千葉のなし農園、135.千葉のトマト農園、136.千葉のネギ農園、137.千葉の

にんじん農園、138.千葉のさといも農園、156.千葉の植木農園 

資料）Jｎet21 

 市内陸部には畑を中心に多様な農産物が生産されており、特にらっかせ

いは全国の約７割を占め、日本一の生産量を誇る千葉県において、八街

市に次ぐ生産量を誇っています。また、市内に漁港は存在しないものの、

東京湾に面した立地には、多くの水産物が流通し、海苔、貝類などの加

工食品が製造されるなど、食材の面でも豊かな住環境を形成しています。 

 しかし、多くのものが得られ、多くのものを製造してきたからこその課

題として、『千葉市と言えば』といった問いに答えられる食品が存在しな

いように、地域資源のブランディングは十分に進んでいません。 

 地域資源のブランディングに係る取り組み実績として、中小企業庁によ

る地域資源活用促進法・農商工連携促進法、農林水産省による 6 次産業

化・地産地消法等に基づく事業者向け支援が存在しますが、これらの支

援制度を活かした事業者は千葉市内にほぼいません。（参考：地域資源活

性化法に基づく認定事業者：千葉県内 21 件中 2 件、農商工等連携促進

法に基づく認定事業者：千葉県内 16 件中０、6 次産業化・地産地消法

にもとづく総合化事業計画認定件数は、千葉県は全国第 25 位（25 件））。 

【図表３２・３３・３４】 
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図表 33 千葉県内の「地域産業資源活用事業計画」法認定事業一覧 

認定日 事業者 事業名（①事業名、②連携体、③活用する地域資源） 

H26.7.7
（第 23
号） 

まくら㈱（柏
市） 

①千葉県産の落花生の殻を使用した「枕」の開発及び販売事業 

②県内企業施設・研究所等 

③千葉の落花生 

H25.10.1
6（第 21
号） 

㈲銚子海洋研
究所（銚子市） 

①銚子ジオパークをはじめ銚子の地域資源を組み合わせた新たな
着地型観光プログラムの提供 

②銚子ジオパーク推進協議会、銚子電鉄、額賀染物工場等 

③銚子ジオパーク、銚子電鉄、万祝染、灯台印キャベツ 

H25.10.1
6（第 21
号） 

㈱ティ・エ
ス・シー（木
更津市） 

①サンブスギの間伐材を利用した集成材ブロック床材の新商品開
発・生産・販売事業 

②千葉県森林整備協会、製材業者、プレス加工会社等 

③サンブスギ 

H25.2.4
（第 19
号） 

㈲スズ市水産
（南房総市） 

①低活用鮮魚を原材料とする定型・定量を可能とするファストフィ
ッシュ水産加工品の開発及び販売 

②漁業協同組合連合会、地元飲食・観光事業者等 

③サバ、アジ、サンマ 

H24.2.9(
第 16号) 

㈲マルヨーの
り製造所（富
津市） 

①富津産江戸前海苔を使ったライスサンドの開発と製造販売事業 

②地域農林漁業者、地域商工業者等 

③海苔、アジ、アサリ、アナゴ 

H23.10.1
4（第 15
号） 

田谷ミートセ
ンター㈱（香
取郡東庄町） 

①「ちばの豚」と「ちばの肉牛」の特殊部位を使用した食肉加工品
の開発 

②林豚肉出荷組合、東の匠 SPF豚、周辺地域畜産農家等 

③ちばの豚、ちばの肉牛 

H23.2.8
（第 13
号） 

㈱小林商事
（旭市） 

①独自加圧浸透技術・ドライ技術を活用した地元産食材新ドライフ
ーズの開発及び販売事業 

②落花生、いちご、さつまいも、トマトの各生産者等 

③千葉の落花生、八街産落花生、千葉のいちご、千葉のさつまいも、
千葉のトマト 

H22.6.15
（第 11
号） 

㈱ファームネ
ットジャパン
（香取市） 

①千葉県産豚を活用したパーティー用骨付きハムおよびサラダセ
ットの新開発と販売事業 

②養豚業者、野菜の生産者グループ等 

③ちばの豚、千葉のトマト、千葉のニンジン 

H22.2.10
（第 10
号） 

㈱ちば南房総
（南房総市）
※2  

①南房総のこだわり素材を使った乳製品開発と収穫・加工体験事業 

②安藤牧場、三芳生産グループ、周辺農家等 

③ちばの牛乳 

H21.11.2
0（第 9号） 

吉野酒造㈱
（勝浦市） 

①未利用資源である「梅」「夏みかん」等果樹類を活用したリキュ
ール開発販売事業 

②梅農家・果樹農家、宿泊施設等 

③千葉の清酒 

H21.11.2
0（第 9号） 

小町食品㈱
（銚子市） 

①千葉県産落花生と千葉県産農産物を活用した地域お菓子の製造
販売ネットワークの展開 

②農業生産者・農業生産者組合、観光農園、直売所、土産物店等 

③千葉の落花生、千葉のさつまいも、銚子メロン、千葉のいちご 

H21.6.29
（第 8号） 

㈱リカンヌ
（市川市） 

①地域ブランド「市川の梨」等による商品に合わせたピューレ製造
販売 
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認定日 事業者 事業名（①事業名、②連携体、③活用する地域資源） 

②市川地域ブランド協議会 

③市川のなし・市川の梨 

H21.6.29
（第 8号） 

㈱旦千花（八
街市） 

①八街産落花生を活用した落花生味噌と落花生納豆の開発・販売 

②地域の協力農家等 

③八街産落花生 

H21.6.29
（第 8号） 

ヨード建材㈱
（富津市）※
1 

①室内の微生物を除菌するヨード樹脂系建材の開発・事業化 

②関東天然瓦斯開発㈱、㈱チヨダウーテ、地域左官工事業、千葉大
学真菌医学センター、北里医療環境センター等 

③ヨード 

H20.9.19
（第 5号） 

㈱生産者連合
デコポン（成
田市） 

①千葉特産品の B品を活用した「素材を最大限に活かした栄養価が
高く安全でおいしいペーストづくりと、それを原料とした新たな
商品開発と販売」事業 

②成田市地域農業活性化協議会、成田市消費者友の会等 

③千葉のさつまいも、千葉のニンジン 

H20.9.19
（第 5号） 

㈱シェフミー
トチグサ（千
葉市） 

①千葉県産の B級品ピーナッツ・北総ポークを活用した食肉加工品
の研究開発及び販売 

②㈱氷温技術研究所、（財）食品分析センター等 

③ちばの豚、千葉の落花生 

H20.6.13
（第 4号） 

㈱ヤマヨ商事
（千葉市） 

①長柄町伝統郷土料理“太巻き花寿司”の技術、文化伝承の為の製品
開発とそのブランド化 

②㈲長柄さくらの郷、たけのこ生産組合等 

③太巻き寿司、ちばの牛乳、千葉のネギ、千葉のさつまいもほか 

H20.3.6
（第 3号） 

㈱佼和テクノ
ス（市原市） 

①サンブスギの端材を活用したウッドプラスチックプロジェクト 

②新生木材協同組合、吉山プラスチック工業㈱等 

③サンブスギ 

H19.12.1
3（第 2号） 

富洋観光開発
㈱（富津市） 

①「南総まるごと食べるっぺよ」千葉県産の果物をふんだんに活用
した「南総ロール」商品開発と販路拡大事業 

②果物・酪農農家、観光農園等 

③バームクーヘン、ちばの牛乳、房州びわ、夏みかん 

H19.10.1
2（第 1号） 

㈱ボン・シェ
ール（香取市） 

①江戸優りのまち・佐原グルメまちぐるみダイニング事業 

②佐原まちづくり観光アカデミー、佐原エリアの飲食店等 

③佐原の歴史的町並み、佐原の山車行事、北総のポーク 

H19.10.1
2（第 1号） 

㈱とみうら
（南房総市） 

①枇杷倶楽部ブランド化戦略プロジェクト 

②びわ栽培農家等 

③房州びわ 

注1） 新日本改修建設㈱（君津市）から事業者変更（分社化によるもの） 

注2） ㈱鄙（ひな）の里（同市）から事業者名称変更 

資料）千葉県 HP「『地域産業資源活用事業計画』の法認定を受けた県内中小企業の取組紹介」（H26.7.10 現在） 

図表 34 ６次産業化･地産地消法に基づく総合化事業計画認定の件数(H25.10.31 現在) 

全国順位 都道府県名 件数 

１位 北海道 ９９ 

２位 兵庫 ７３ 

３位 長野 ７０ 

２５位 千葉 ２５ 

全国計 － １６８１ 

資料）千葉県資料 



 

 34 

②ものづくり産業の集積の低さ（W2） 

 

 

図表 35 第 3次産業従業者割合、製造業従業者割合 

 

注）平成 24年 10月 1日現在、単位：％（両表とも） 

資料）平成 24年 経済センサス活動調査 

都市名
第3次産業
従業者割合

順位

福 岡 市   89.1   1

札 幌 市   87.7   2

仙 台 市   87.3   3

東 京 都 区 部   87.2   4

千 葉 市   85.4   5

熊 本 市   85.4   6

大 阪 市   84.2   7

さ い た ま 市   83.8   8

横 浜 市   83.2   9

神 戸 市   83.1   10

名 古 屋 市   82.5   11

京 都 市   82.5   12

広 島 市   81.9   13

岡 山 市   81.0   14

新 潟 市   79.0   15

北 九 州 市   77.8   16

川 崎 市   77.3   17

静 岡 市   75.9   18

相 模 原 市   75.6   19

堺 市   73.9   20

浜 松 市   68.1   21

都市名
製造業の
従業者割合

順位

浜 松 市   24.8   1

堺 市   19.3   2

相 模 原 市   16.9   3

静 岡 市   16.5   4

川 崎 市   16.0   5

北 九 州 市   13.4   6

京 都 市   13.1   7

神 戸 市   12.6   8

岡 山 市   11.6   9

新 潟 市   11.2   10

広 島 市   10.8   11

名 古 屋 市   10.6   12

大 阪 市   10.1   13

横 浜 市   10.0   14

さ い た ま 市   8.9   15

熊 本 市   7.4   16

東 京 都 区 部   7.4   17

千 葉 市   6.9   18

札 幌 市   4.7   19

福 岡 市   4.2   20

仙 台 市   4.0   21

 千葉市は、第３次産業従業者が全国 5 位と高い一方、製造業の従業者数

は 18 位となっており、ものづくりに関わる従業者数は多くありません。

【図表３５】 

 製造業の事業所数も政令市の中では最も少なくなっています。従業員規

模別にみると、300 人以上の大企業数のシェアは 51.8％で、政令市の

中では 16 位です。【図表３６】 
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図表 36 製造業の規模別事業所数と大企業のシェア 

 

資料）平成 24年 経済センサス活動調査 

 

  

都市名
製造業

事業所数

従業員規模

10～299人

従業員規模

300人以上

大企業

シェア
順位

札 幌 市  1 186.0   13.0   566.0 47.7%   8

仙 台 市   603.0   19.0   308.0 51.1%   15

さ い た ま 市  1 221.0   12.0   565.0 46.3%   6

千 葉 市   529.0   20.0   274.0 51.8%   16

東 京 特 別 区  13 338.0   1.0  4 722.0 35.4%   1

横 浜 市  3 007.0   4.0  1 475.0 49.1%   11

川 崎 市  1 469.0   10.0   649.0 44.2%   5

相 模 原 市  1 068.0   16.0   518.0 48.5%   9

新 潟 市  1 160.0   14.0   646.0 55.7%   18

静 岡 市  1 727.0   8.0   804.0 46.6%   7

浜 松 市  2 412.0   6.0  1 216.0 50.4%   12

名 古 屋 市  5 078.0   3.0  2 109.0 41.5%   4

京 都 市  2 922.0   5.0  1 208.0 41.3%   3

大 阪 市  7 591.0   2.0  3 084.0 40.6%   2

堺 市  1 659.0   9.0   846.0 51.0%   14

神 戸 市  1 862.0   7.0   907.0 48.7%   10

岡 山 市   974.0   17.0   545.0 56.0%   19

広 島 市  1 403.0   11.0   745.0 53.1%   17

北 九 州 市  1 112.0   15.0   649.0 58.4%   20

福 岡 市   916.0   18.0   462.0 50.4%   13
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（３）機会 

①国による成長戦略の策定・地域経済の活性化に関する支援（O1）【図表３７・３８・３９】 

 

  

 平成 24 年 12 月、第２次安倍内閣が発足しました。これに伴い、経済

政策の第三の矢である成長戦略「日本再興戦略」が平成 25 年６月 24

日に閣議決定されました（平成 26 年６月 24 日改訂）。法制度面でも、

産業競争力強化法、小規模基本法等の制定・施行を通じ環境整備が進め

られました。 

 各省庁は、政策分野毎に日本再興戦略等と連携をとった施策・事業を展

開しています。経済産業省（ものづくり白書）や中小企業庁（中小企業

白書）等では、平成 25 年および 26 年版の白書において、具体的な施

策・事業の概説がなされていますが、さらに政策に関わる直近の潮流を

各省庁独自の分析で行っています。 

 推進体制面では、国・地方が一体となった体制構築に向け「地方産業競

争力協議会」が設置されました。千葉市を含む関東ブロックにおいても、

関東地方産業競争力協議会が平成 26 年３月に「関東地方産業競争力強

化戦略～関東地方全体の「連携」で産業競争力を強化する」を策定、連

携を強化していく方針が明確化されています。 

 平成 26 年 9 月、安倍政権は「地方創生」を最重要課題と位置づけ、同

年 12 月に「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」が策定されました。同法・同戦略に基づき、地方公

共団体は、平成 27 年度中に、「地方人口ビジョン」「地方版総合戦略」

を策定します。同戦略等にもとづき、地方創生に向けて施策・事業が進

められる見通しとなっています。 
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図表 37 「日本再興戦略 2014改訂」のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 38 国等の経済産業振興政策における着眼点 

「日本再興

戦略」改訂

2014～未来

への挑戦 

第一に、「企業の稼ぐ力を取り戻す」としてコーポレートガバナンスのあり方が問われる

時代が到来していると指摘しています。新たな産業経済の担い手として、女性・若者・高

齢者の活躍や外国人材に期待。戦略市場創造プランでは、新たな成長エンジンとして４点

あります。①健康・ヘルスケアサービス、②クリーンエネルギー、③安全なインフラ、④

地域資源で稼ぐ社会の実現（農商工・6次産業化、観光等） 

関東経済産

業局成長産

業育成戦略

検討委員会 

局において、24年ぶりに取り纏めた成長戦略です。需要者の視点にたち４つの目標を掲

げ、うち関東経済産業局が実行すべき取り組みとして、①新産業の創出に必要なソフト基

盤：1)健康・医療・福祉関連産業、2)エネルギー関連産業、3)クリエイティブ産業、4)

航空宇宙産業など先端ものづくりに対する支援を実行します。 

ちいさな企

業未来会議 

中小企政策審議会企業力強化会議内“ちいさな企業“未来応援会議の提言により小さな企

業に焦点をあてた政策が一層重視されています。（小規模企業振興基本法案成立） 

中小企業白

書 2013 年

版、2014年

版 

○2013年版 

中小企業に対する支援は①起業・創業、②新事業展開、③事業承継、④情報技術の活用で

す。特に②は、地域需要創出型（地域に身近な事業展開を目指す起業・層状）とグローバ

ル成長型に大別し、今後超高齢社会が到来するわが国にあって、成長が期待されるとして

います。 

○2014年版 

今後のわが国の経済成長や雇用創出の担い手としての小規模事業者に焦点をあて、需要開

拓支援を重視しています。「ちいさな企業」に対して地域に眠るリソースのブランド化を

促す他、支援機関の連携を重視しています。 

資料）各種資料より三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング作成 
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図表 39 地方創生に係る戦略等の全体像 

 

資料）内閣官房まち・ひと・しごと創生本部「まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」「総合戦略」」 
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②東京オリンピック・パラリンピックの開催（O2） 

 

 

図表 40 東京オリンピック・パラリンピック（平成 32年）開催に伴う経済波及効果 

（全国・東京都） 

 
注釈）「その他」とは、大会関係者や観戦客の消費支出、家計消費支出など 

資料）(特非)東京 2020オリンピック・パラリンピック招致委員会・東京都スポーツ振興局報道発表資料（平

成 24年６月７日） 

 

 

  

■需要増加額 ■経済波及効果

■雇用誘発数

12,2392,5709,669総計

5,5782,4173,161その他（注）

3,1041532,951大会運営費

3,55703,557施設整備費

全国
その他の
地域

東京都項目

12,2392,5709,669総計

5,5782,4173,161その他（注）

3,1041532,951大会運営費

3,55703,557施設整備費

全国
その他の
地域

東京都項目

7,5332,8464,687
雇用者所得
誘発額

14,2105,6248,586
付加価値誘
発額

29,60912,85616,753生産誘発額

全国
その他の地

域
東京都項目

7,5332,8464,687
雇用者所得
誘発額

14,2105,6248,586
付加価値誘
発額

29,60912,85616,753生産誘発額

全国
その他の地

域
東京都項目

152,202全国

68,496その他の地域

83,706東京都

雇用誘発数項目

152,202全国

68,496その他の地域

83,706東京都

雇用誘発数項目

 平成３２年の東京オリンピック・パラリンピックの開催に伴い、経済波

及効果・雇用誘発が期待されています。【図表４０】 
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③消費者ニーズの多様化・高度化、安全志向の高まり（O3） 

 

図表 41  経営上の課題として「消費者（利用者）ニーズの変化への対応」を１位にあげた

中小企業の割合変化（小売業・サービス業） 

 
資料）独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」より作成 

図表 42  食生活への関心度 

 

資料）内閣府「平成 26年版食育白書」   
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 小売業・サービス業においては、消費者（利用者）ニーズの変化への対

応を課題として捉える中小企業が一定数存在し、消費者ニーズの多様

化・高度化が進んでいることがうかがえます。また、食品の安全性や生

活習慣病の予防や健康づくりのための食生活について、関心のある人が

多くなっています。【図表４１・４２】 
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（４）脅威 

①企業のグローバル競争の激化（T1） 

 

図表 43  世界の名目ＧＤＰの推移 

 
資料）経済産業省中小企業庁「2012年版 中小企業白書」（平成 24年６月更新） 

 

  

 世界の名目 GDP の推移をみると、アジア等新興国の GDP が拡大してい

るのに対し、世界全体に占める我が国の GDP シェアは低下しています。

【図表４３】 

 日本国内の製造業における海外設備投資比率は、平成 22 年以降、円高

とリーマン・ショック以降の新興国でのグローバル展開を背景に、急激

に増加していましたが、近年、頭打ちとなっています。一方、国内法人

設備投資額が増加の兆しを見せています。【図表４４】 
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図表 44  上段：海外設備投資比率の推移（製造業） 

       下段：国内・海外の設備投資の推移（製造業） 

 

 

資料）経済産業省「海外現地法人の設備投資の動向」（平成 27年３月） 
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②国内における企業立地を巡る厳しい競争環境（T2） 

 

 

図表 45  工場立地件数・面積の推移（電気業を除く） 

 

注釈）対象は全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業及び熱供給業のための工場

又は事業場を建設する目的をもって取得（借地を含む。）された 1,000㎡以上の用地（埋立予定地を

含む） 

資料）経済産業省経済産業政策局「平成２６年（１～１２月期）における工場立地動向調査について（速

報）」（平成 27年３月） 

  

 全国の工場立地件数は、リーマン・ショックや円高の影響を受け、低水

準にありましたが、平成 26 年は立地件数・立地面積ともに前年を上回

り、立地件数では平成 21 年以降で最も多くなる見込みです。こうした

動向は、円安の進行、中国等の人件費高騰等に伴う製造業の国内回帰と

無関係ではないものの、今後も、製造業企業による生産拠点等の新設、

閉鎖、移転などの立地選択のグローバル化という大きな動きに変わりは

ないものと考えられます。【図表４５】 

 国内の設備投資額は回復傾向がみられるものの、設備投資は機械設備・

建物の維持・補修が中心と考えられ、新たな企業立地を巡る地域間の競

争は依然として厳しい状況と言えます。【図表４４・４６】 
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図表 46  今後の国内設備投資の目的 

 

注釈）「経済産業省企業活動基本調査」の調査対象のうち、資本金額又は出資金額が 10億円以上の会社 3,153

社を対象としたアンケート調査結果。回答企業数 1,416社（回答率 44.9％）［製造業：806社（56.9％）、

非製造業：610社（43.1％）］、当該設問は、優先順位の高いものから２つ選択する形式。 

資料）経済産業省「設備投資調査（平成 26年３月 31日現在における経済産業省企業金融調査）」（平成 26

年 11月） 
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③人口減少に伴う国内需要の停滞（T3） 

 

図表 47  中小企業の経営上の課題 

 

資料）独立行政法人中小企業基盤整備機構「中小企業景況調査」（平成 26年６月）に加筆 

  

 我が国は、人口減少だけでなく、少子高齢化という人口構造の変化に直

面しており、労働力人口の減少や、国内既存市場の縮小が進みつつあり

ます。これらの変化に伴う国内需要の停滞は、製造業、サービス業にお

ける多くの中小企業で、経営上の主要な問題点として捉えられており、

今後も停滞が続く場合、経済活力の低下等が懸念されます。【図表４７】 
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３．政策を実現する施策の導出 

（１）戦略「積極攻勢」 強みＳ×機会Ｏ  

「機会」を活かして「強み」を伸ばす施策として、「①ヘルスケア関連産業クラスターの

形成」「②臨海地域の産業競争力強化」「③地域経済効果を最大化する MICE 誘致・開催、

国際的イベントの誘致」「④スタートアップ企業の輩出による産業の担い手育成」「⑤観光

資源のポテンシャルを活かした集客力の強化」「⑥市内企業への安定的な就職の支援と産業

人材の育成」の６つの施策を導出しました。 

 

S1×O1・T2：①ヘルスケア関連産業クラスターの形成 

○千葉大亥鼻イノベーションプラザのインキュベーション機能を活かしたヘルスケア関連

産業の振興を推進する必要があります。また、千葉大学医学部を中核とした先端医療分

野（創薬、バイオ、ヘルスケア、介護等）の立地優位性を活かし、成長戦略で掲げられ

た医療・介護や健康関連サービスなどヘルスケア関連産業の集積を促進することが求め

られます。 

 

  

S1：千葉大学医学部・亥鼻ＩＰの
存在

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援

ヘルスケア関連産業クラスターの形成

S1：千葉大学医学部・亥鼻ＩＰの
存在

Ｔ2：国内における企業立地を巡
る厳しい競争環境
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S3×O1・T1：②臨海地域の産業競争力強化 

○国は、クリーンで経済的なエネルギーが供給される社会の実現に向けた取組みを進めて

おり、臨海地域において製鉄などの工業プロセスから大量に発生する水素エネルギーを

活用した取組を推進することが求められます。 

○世界経済の急速な悪化に伴う需要の落ち込みなどにより、本市の中心産業である素材型もの

づくり関連産業を取り巻く環境は厳しさを増しており、企業間の連携や技術開発、・設備投

資などを促すことで、当該業種の活性化ひいては地域産業の底上げを図る必要があります。 

 

 

S2×O2：③地域経済効果を最大化するＭＩＣＥ誘致・開催、国際的イベントの

誘致 

○ＭＩＣＥは、会議開催、宿泊、飲食、観光等の経済・消費活動の裾野が広く、首都圏有数

のＭＩＣＥ関連施設の立地による集客力を活かし、地域経済効果を最大化するための取組

みをより一層推進する必要があります。とりわけ、2020年の東京オリンピック・パラリ

ンピック開催は、本市でのＭＩＣＥの開催動向にも大きな影響を与えることが想定される

ことから、これらの機会を逃さず、ＭＩＣＥや国際的イベントの誘致・開催に結び付けて

いくことが求められます。 

 

 

  

S3：臨海地域の産業集積

T1：企業のグローバル競争の激化

臨海地域の産業競争力強化

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援

S2：幕張新都心地区における
ＭＩＣＥ関連施設の立地

02：東京五輪の開催

地域経済効果を最大化するMICE誘致・開催、国際的イベントの誘致
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S1・S5×O1・O3：④スタートアップ企業の輩出による産業の担い手育成 

○日本再興戦略等において、わが国の起業を活性化するための様々な事業や国民意識の改

革・起業家教育等を積極的に支援すること掲げています。特に、成長分野として期待さ

れる医療・介護の分野を中心に、起業を支援する取り組みが重要となります。 

○同時に、社会経済情勢の変化にともない、国民の価値観が多様化する中で、細やかな域

内需要ニーズに対応したサービスが必要となります。一定の市場性を有する同市におい

て需要を喚起するようなサービスを常に提供し続けられるよう、新たな視点をもった産

業の担い手となる人材を育成していく必要性は高くなっています。 

 

 

S4×O2、W1×O1：⑤観光資源のポテンシャルを活かした集客力の強化 

○急速に成長するアジア等の観光需要を取り込むために、現状、活かしきれていない観光

資源のポテンシャルを活かして集客力の強化を図る必要があります。また、東京オリン

ピック・パラリンピックの開催期間中は、国内外から数多くの観光客が訪れることから、

これらを見据えた取り組みを推進します。 

 

 

 

 

S1：千葉大学医学部・亥鼻ＩＰの
存在

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援

スタートアップ企業の輩出による産業の担い手育成

S5：政令市としての人口集積・
市場規模

03：社会経済情勢の変化に伴う
消費者意識の多様化 等

W1：地域ブランディング力の低
さ

観光資源のポテンシャルを活かした集客力の強化

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援

S4：国内外への交通アクセス
02：東京オリンピック・パラリ

ンピックの開催
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S1×O1・O3：⑥市内企業への安定的な就職の支援と産業人材の育成 

○政令市として、若者や女性、企業 OB など様々な就労意欲やノウハウを有する人材が存

在することを活かし、市の経済産業の担い手として活躍できるよう、市内企業への就労

支援を行っていきます。 

○また、国として成長が期待される革新性の高い産業や、社会経済醸成が多様化する中で

一層細やかに市場のニーズに対応するなどの多様な産業振興をすすめていくため、新た

な発想にもとづき就業可能な人材を早期から育てていきます。 

 

 

  

市内企業への安定的な就職支援と、産業人材の育成

S1：政令市としての人口集積・
市場規模

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援等

03：社会経済情勢の変化に伴う
消費者意識の多様化 等

S1：政令市としての人口集積・
市場規模
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（２）戦略「差別化」 強みＳ×脅威 T 

「強み」を活かして「脅威」を克服する施策として、「②臨海地域の産業競争力強化（再

掲）」「①ヘルスケア関連産業クラスターの形成（再掲）」「⑦企業立地活動の推進による産

業の集積と高度化」「⑧市民生活を支えるサービス産業の振興」の４つを導出しました。 

 

S1×O1・T2：①ヘルスケア関連産業クラスターの形成（再掲） 

○千葉大亥鼻イノベーションプラザのインキュベーション機能を活かしたヘルスケア関連

産業の振興を推進する必要があります。また、千葉大学医学部を中核とした先端医療分

野（創薬、バイオ、ヘルスケア、介護等）の立地優位性を活かし、成長戦略で掲げられ

た医療・介護や健康関連サービスなどヘルスケア関連産業の集積を促進することが求め

られます。 

 

 

S3×O1・T1：②臨海地域の産業競争力強化（再掲） 

○国は、クリーンで経済的なエネルギーが供給される社会の実現に向けた取組みを進めて

おり、臨海地域において製鉄などの工業プロセスから大量に発生する水素エネルギーを

活用した取組を推進することが求められます。 

○世界経済の急速な悪化に伴う需要の落ち込みなどにより、本市の中心産業である素材型もの

づくり関連産業を取り巻く環境は厳しさを増しており、企業間の連携や技術開発、・設備投

資などを促すことで、当該業種の活性化ひいては地域産業の底上げを図る必要があります。 

 

S1：千葉大学医学部・亥鼻ＩＰの
存在

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援

ヘルスケア関連産業クラスターの形成

S1：千葉大学医学部・亥鼻ＩＰの
存在

Ｔ2：国内における企業立地を巡
る厳しい競争環境

S3：臨海地域の産業集積

T1：企業のグローバル競争の激化

臨海地域の産業競争力強化

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援
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S4×T2：⑦企業立地活動の推進による産業の集積と高度化 

○我が国の産業立地を巡る環境は、経済のグローバル化の進展による企業の生産拠点の統

廃合や海外移転の他、既存産業の国内市場縮小も現実的なものとなるなど、以前にも増

して多様化かつ複雑化しています。空・海・陸に優れた交通アクセスの強みを活かした

企業誘致を引き続き推進するとともに、とりわけ、市外需要の獲得や本市での雇用創出・

維持等に貢献する企業の立地・留置を推進し、市内産業の集積と高度化を促進していく

必要があります。 

 

 

S5×T3：⑧市民生活を支えるサービス産業の振興 

○政令市としての人口集積を有しており、若者や、女性、企業 OB などさまざまな人材が

確保出来ること、また、特に介護・福祉を中心に市場規模の拡大が見込まれることから、

地域内の市民ニーズをとりいれ、地域需要を喚起するようなサービス産業の振興を図り

ます。 

○今後、人口の重心が県北西へ移り県東南部での著しい人口減少が予測される中で、千葉

市は県東南を含むの広域経済圏の核となる大都市として、地域の生活を支えるサービス

を提供するなど広域経済圏での市場形成を図っていきます。 

 

 

  

S4：国内外への交通アクセス
Ｔ2：国内における企業立地を巡

る厳しい競争環境

企業立地活動の推進による産業の集積と高度化

S５：政令市としての人口集積
市場規模

市民を支えるサービス産業の振興

Ｔ3：人口減少に伴う国内需要の
停滞
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（３）戦略「弱点補強」 弱み W×機会 O 

 「機会」を活かして「弱み」を補う施策として、「⑤観光資源のポテンシャルを活かした

集客力の強化（再掲）」「⑨魅力的な食品・農産品の高付加価値化」の２つを導出しました。 

 

S4×O2、W1×O1：⑤観光資源のポテンシャルを活かした集客力の強化（再掲） 

○急速に成長するアジア等の観光需要を取り込むために、現状、活かしきれていない観光

資源のポテンシャルを活かして集客力の強化を図る必要があります。また、東京オリン

ピック・パラリンピックの開催期間中は、国内外から数多くの観光客が訪れることから、

これらを見据えた取り組みを推進します。 

 

 

W1×O1・O3：⑨魅力的な食品・農産品の高付加価値化 

○農産物の産地であることや、その的確なブランディングを図り付加価値を高めるために、

目利き人材等を活用し、地域資源の活用方策のあり方を検討し、事業化に向けたとりく

みを支援します。 

○製品開発から販路拡大へと結びつけていく過程において、地域のノウハウを活用した製

造業や小売業等のノウハウ活用により新たな地域資源を活用した産業振興を図るため、

異業種や、サプライチェーンの関係主体間のネットワークを構築していくための環境整

備を進めていきます。 

 

W1：地域ブランディング力の低
さ

観光資源のポテンシャルを活かした集客力の強化

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援

S4：国内外への交通アクセス
02：東京オリンピック・パラリ

ンピックの開催

W1：地域ブランディング力の低
さ

魅力的な食品・農産品の高付加価値化

01：国による成長戦略の策定、
地域経済の活性化に関する支援等

W1：地域ブランディング力の低
さ

03：社会経済情勢の変化に伴う
消費者意識の多様化 等
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（４）戦略「基礎力強化」 弱みW×脅威 T 

「弱み」に対する「脅威」を回避するための施策として、「⑩地域中小・小規模事業者の

持続的な発展の支援」を導出しました。 

 

W2×T3：⑩地域中小・小規模事業者の持続的な発展の支援 

○地域に根ざした生産活動を展開し、また、地域の雇用の受け皿として重要性の高い中小

企業・小規模事業者等の持続的な成長を支援するため、人口減少に伴う国内需要の停滞

やグローバライゼーション等の社会経済潮流の変化をふまえながら、中長期的な支援を

行います。 

 

  

中小企業・小規模事業者の持続的な発展の支援

Ｔ3：人口減少に伴う国内需要の
停滞

W2：ものづくり産業の集積の低
さ
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第５章  各施策の概要 

各施策の策定に至る分析結果（以下の全体像を参照）を踏まえ、施策の概要と事業展開の方向性を次頁以降に策定しました。 

 

現状認識 取るべき対応（課題） 政策の方向性

 臨海部では、鉄鋼・電力等の素材型
工業集積や食品工業団地、内陸部で

は、工業団地を中心として一般機

械・金属加工型工業が集積。

 製造業の労働生産性は他の産業より

も高いため、地域経済の成長にとっ

て重要な産業。

 製造業以外では、亥鼻イノベーショ

ンプラザ入居企業を中心としたヘル

スケア関連産業などがあるが、産業
集積としては十分とは言い難い。

１．競争力のある産業集積の
形成による地域経済の
成長

 競争力のある中核企業の集積
促進

 地域経済の成長が図られる環
境の構築

２．市民生活を支える持続性
の高い地域経済の構築

 持続的に発展する地域づくり
や地域経済の活性化

 市民生活を支える地域密着型
サービス産業の振興

３．ＭＩＣＥ誘致・観光プロモー
ション強化によるグロー
バルな観光需要の取り
込み

 経済波及効果の大きいMICE
誘致の促進

 「おもてなしダイバーシ
ティ」を念頭においたインバ
ウンド集客

 各資源の観光魅力の発掘とア
クションプラン化、ターゲッ
トごとのＰＲ戦略の実施

①ヘルスケア関連産業
クラスターの形成

②地域経済効果を最大
化するＭＩＣＥ誘致・
開催、国際的イベン
トの誘致

⑥臨海地域の産業競争
力強化

⑦企業立地活動の推進
による産業の集積と
高度化

⑧市民生活を支える
サービス産業の振興

④観光資源のポテン
シャルを活かした集
客力の強化

⑨魅力的な食品・農産
品の高付加価値化

⑩地域中小企業・小規
模事業者の継続的な
発展の支援

施策

中
核
産
業
の
立
地
状
況

観
光
・
Ｍ
Ｉ
Ｃ
Ｅ
の
動
向

サ
ー
ビ
ス
産
業
／
中
小
事
業
者

の
状
況

４．チャレンジ精神に富む人材・
企業の輩出

 将来の地域経済を牽引するス
タートアップ企業の輩出

 学生・女性・シニア等の安定
的な就労環境の確保

 将来の地域経済の担い手とな
る産業人材の育成

③スタートアップ企業の
輩出による産業の担
い手育成

④市内企業への安定的
な就職の支援と産業
人材の育成

 千葉市では、今後生産年齢人口が減
少し、高齢者人口が増加していくこ

とから、市場規模縮小と労働力不足

が顕在化すると予想される。

 人口の重心が徐々に東葛・葛南エリ

アに移りつつある中で、県東南部で

の人口減少が著しいため、雇用や高
次都市機能が集積する千葉市の役割

が高まりつつある。

広
域
経
済
圏
の
視
点

産
業
分
野
の
視
点

 サービス産業は、千葉市内従業者の
約８５％が従事する主力産業。

 サービス業には、情報通信産業など

「域外から稼ぐ」ことができる業種
と、小売業、医療・福祉など「地域

の生活を直接支える」業種がある。

 千葉市のような大規模経済圏では、
小規模経済圏と比較した場合に、情

報通信産業の生産性が高い傾向にあ

るが、他業種ではそれほど高くない。

 情報通信業など「域外から稼ぐ」ことが
できるサービス産業については、他の大

規模経済圏の需要獲得へ向けた競争力強

化が必要である。

 サービス産業の生産性は、経済圏の規模

が小さくなるほど低く、千葉市のような

大規模経済圏では、県東南地域も含めた、
小売業、医療・福祉など「地域の生活を

直接支える」サービス産業の生産性向上

に取り組む必要性が高まっている。

 我が国の訪日客数は増加基調。2020年

の東京五輪の開催決定により、観光需要

は更なる高まりが予測される。

 千葉市の観光資源は、海辺のコンテンツ

は比較的充実しているが、内陸部のコン

テンツが不十分。

 幕張新都心の活動人口は増加しているが、

大規模商業施設開業が主要因。

 幕張メッセ来場者数は近年増加している

が、ピーク時とは開き。ＭＩＣＥは経済

波及効果が大きく、都市ブランド向上の

観点からも世界的にも注目。

 観光資源の磨き上げとともに、集客プロ
モーションの強化や、インバウンドの推

進により世界の観光需要を取り込む必要

がある。

 幕張新都心の経済波及効果を最大化する

ため、市内宿泊者数の増加や幕張メッセ

の稼働率向上を図りつつ、積極的なＭＩ
ＣＥ誘致の必要がある。

 国際的な会議やイベントの誘致に向けて、

幕張新都心の海辺や公園などの自然環境
を含めた、千葉市の開催ポテンシャルを

ＰＲする必要がある。

 周辺地域との機能補完により地域の生活
を支えるサービスを提供するなど、広域

経済圏での市場形成を図る必要がある。

 広域経済圏の核都市として県東南部に雇
用を創出する共に、大都市特有の人材の

多様性を活かし、チャレンジ精神に富む

産業人材を育成・輩出する必要がある。

 生産年齢人口の減少に少しでも歯止めを

かけるため、企業立地促進により、新た

な雇用の場を生み出す必要がある。

 中核となる企業とその周辺・関連企業の
まとまり（=産業集積)が存在する地域ほ

ど生産性も高まる傾向があることから、

製造業やヘルスケア関連産業などの中核
企業を育成・誘致し、その周辺・関連産

業のまとまりを生み出す必要がある。

 本社機能・生産機能の集約化の受け皿と
して、規制緩和の推進等により新たな企

業立地を促進する必要がある。

 既存製造業企業による事業高度化を目的
とした追加投資を促進する必要がある。

～千葉市経済成長アクションプランの全体像～

Ｓ

Ｗ

Ｏ

Ｔ

分

析

千葉市の代表的な強み／弱み・機
会／脅威の分析から施策を導出

•

主
な
取
組
み
（第
２
次
実
施
計
画
掲
載
事
業
）

•

事
業
展
開
の
方
向
性
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１．競争力のある産業集積の形成による地域経済の成長 

 収益力が高く地域外でも競争力のある中核企業の集積を促すことにより、市

外需要（外需）を獲得するとともに、県東南を含めた広域経済圏の雇用を維

持・拡大し、地域経済の成長が図られる環境を整備します。 

 

＜施策の体系＞ 

 

 

（１）ヘルスケア関連産業クラスターの形成 

①施策の概要 

千葉大学（医学部・薬学部・看護学部）を中核とした先端医療分野（創薬、バイオ、ヘ

ルスケア、介護等）の立地優位性や、亥鼻イノベーションプラザのインキュベーション機

能を活かした高付加価値ヘルスケア関連産業クラスターを形成します。 

 

②背景 

千葉大亥鼻イノベーションプラザのインキュベーション機能を活かしたヘルスケア関連

産業の振興を推進する必要があります。また、千葉大学医学部を中核とした先端医療分野

（創薬、バイオ、ヘルスケア、介護等）の立地優位性を活かし、成長戦略で掲げられた医

療・介護や健康関連サービスなどヘルスケア関連産業の集積を促進することが求められま

す。 

 

③事業展開の方向性 

 千葉大学・医学部附属病院やその他関連機関と、新製品・サービスの開発を目指

す企業との連携促進 

 医療・介護・福祉の現場ニーズの把握と、企業への情報提供 

 健康寿命の延伸へ向けた予防医療関連企業の重点支援 

 トライアル発注制度や、希望取引先への直接的な仲介といった、販路開拓に重点

を置いた支援 

 亥鼻イノベーションプラザの卒業後の施設として、高レベルの研究に耐えうるポ

ストインキュベーション施設整備の事業可能性の検討 

１．競争力のある産業集積の形成による地域経済の成長

（１）ヘルスケア関連産業クラスターの形成

（２）臨海地域の産業競争力強化

（３）企業立地活動の推進による産業の集積と高度化
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④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 企業の経営革新や新事業の創出を図るため、成長期にある企業の育成のための商

品開発及び販路開拓支援を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

商品開発・販路開

拓支援 

・新規市場開拓 

支援 

・合同商談会 

・海外展開支援 

・オープンイノベ

ーション製品

開発助成 

 ２件 

・新商品・新技術

開発助成 

 ２件 

・販路開拓支援対

象企業 

 海外２社 

・オープンイノベ

ーション製品

開発助成 

 ２件 

・新商品・新技術

開発助成 

 ２件 

・販路開拓支援対

象企業 

 海外２社 

中小・小規模事業

者ニーズ対応型

支援 

－ ・助成 ３０件 ・助成 ３０件 

 

 スタートアップ期にある事業者を支援するため、経営知識等の習得や販路開拓の

支援を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

創業者研修 ・１講座／年 ・３講座／年増 ・４講座／年 

販路開拓支援 ・マッチング 

イベント 

 １回 

・トライアル認定

事業創設 

 １０件 

・トライアル認定

事業創設 

 １０件 
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（２）臨海地域の産業競争力強化 

①施策の概要 

臨海地域の企業が国際展開を図る中で、東アジア各国を含めた他都市の同種産業の集積

エリアと比較し、より高い競争力を確保できるエリアとなることを目指します。 

 

②背景 

世界経済の急速な悪化に伴う需要の落ち込みなどにより、本市の中心産業である素材型

ものづくり関連産業を取り巻く環境は厳しさを増しており、企業間の連携や技術開発、・設

備投資などを促すことで、当該業種の活性化ひいては地域産業の底上げを図る必要があり

ます。 

 

③事業展開の方向性 

 新たな設備投資を促すための規制の見直し 

 立地企業の競争力強化につながる再投資支援 

 立地企業間の連携の促進 

 製鉄などの工業プロセスから副次的に発生する水素エネルギーの活用 

＜臨海地域＞  

・蘇我地区の京葉工業地帯の一翼を担う鉄鋼・電力等の素材型産業の集積地域  

・中央港・新港地区の、千葉食品工業コンビナートを中心とした、食品、製造・運輸

業、自動車整備・自動車小売業等の集積地域 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 地域経済の活性化や市民の雇用創出を図るため、事業所の新規立地などに助成を行い

ます。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

企業立地促進 

助成 

・制度拡充 ・所有型１４件 

・賃借型３１件 

・累積投資型３件 

・所有型１４件 

・賃借型３１件 

・累積投資型３件 
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（３）企業立地活動の推進による産業の集積と高度化 

①施策の概要 

収益力が高く競争力を持つ市外企業の誘致と、市内企業の追加投資を促進することによ

り、本市産業の集積と高度化を図ります。 

 

②背景 

我が国の産業立地を巡る環境は、経済のグローバル化の進展による企業の生産拠点の統

廃合や海外移転の他、既存産業の国内市場縮小も現実的なものとなるなど、以前にも増し

て多様化かつ複雑化しています。空・海・陸に優れた交通アクセスの強みを活かした企業

誘致を引き続き推進するとともに、とりわけ、市外需要の獲得や本市での雇用創出・維持

等に貢献する企業の立地・留置を推進し、市内産業の集積と高度化を促進していく必要が

あります。 

 

③事業展開の方向性 

 国の方向性や本市の産業集積状況等も考慮した企業立地補助制度の弾力的な改善と

誘致活動の強化 

 誘致企業の定着へ向けた支援 

 今後成長が見込まれる産業を集積し、安定した雇用・税収基盤を確保していくため、

新たな産業立地基盤の整備へ向けた検討 

＜重点産業の設定＞ 

・先端・素材型ものづくり関連産業  

・食品・健康生活実現型産業 

・ＩＴ・クリエイティブ関連産業 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 地域経済の活性化や市民の雇用創出を図るため、事業所の新規立地などに助成すると

ともに、産業用地の確保に向けた検討を行います。 

 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

企業立地促進 

助成 

・制度拡充 ・所有型１４件 

・賃借型３１件 

・累積投資型３件 

・所有型１４件 

・賃借型３１件 

・累積投資型３件 

産業用地の確保 ・事業規模の確定 ・事業可能性調査 

・基本構想策定 

・候補用地選定 

・候補用地の選定 
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２．市民生活を支える持続性の高い地域経済の構築 

 高品質で魅力ある産品・サービスの開発、新市場の開拓、戦略的な情報発信

など、地域の中小企業・小規模事業者とともに持続的に発展する地域づくり

や地域経済の活性化を図ります。とりわけ、高齢者市場の開拓を積極的に促

進し、市民生活を支える地域密着型サービス産業の振興を推進します。 

 

＜施策の体系＞ 

 

 

（１）地域中小・小規模事業者の持続的な発展の支援 

①施策の概要 

地域の雇用及び住民生活の両面において地域社会に与える影響の大きい、中小・小規模事

業者の持続的な発展を支援することにより、地域経済の好循環を実現する環境を構築します。 

 

②背景 

地域に根ざした生産活動を展開し、また、地域の雇用の受け皿として重要性の高い中小企

業・小規模事業者等の持続的な成長を支援するため、人口減少に伴う国内需要の停滞やグロ

ーバライゼーション等の社会経済潮流の変化をふまえながら、中長期的な支援を行います。 

 

③事業展開の方向性 

 中小・小規模事業者全般を対象とした事業展開 

 企業・大学・研究機関等との連携を強化し、各団体が持つ様々な資源を有効に活

用できる環境の整備 

 市内企業が、自らの事業領域に関連した地域課題の解決を図ることにより、企業

価値の向上との両立を目指す戦略的ＣＳＲの取組みを支援 

 高い技術力と収益力を持つニッチトップと言える企業・産業の育成を重点支援 

 産業振興財団のコーディネーターの機能強化を図り、販路開拓支援・商品開拓支

援・技術支援等の多様な支援ニーズにきめ細かく対応 

 

２．市民生活を支える持続性の高い地域経済の構築

（１）地域中小・小規模事業者の持続的な発展の支援

（２）魅力的な食品・農産品の高付加価値化

（３）市民生活を支えるサービス産業の振興
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④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 企業の経営革新や新事業の創出を図るため、成長期にある企業の育成のための商

品開発及び販路開拓支援を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

商品開発・販路開

拓支援 

・新規市場開拓 

支援 

・合同商談会 

・海外展開支援 

・オープンイノベ

ーション製品

開発助成 

 ２件 

・新商品・新技術

開発助成 

 ２件 

・販路開拓支援対

象企業 

 海外２社 

・オープンイノベ

ーション製品

開発助成 

 ２件 

・新商品・新技術

開発助成 

 ２件 

・販路開拓支援対

象企業 

 海外２社 

中小・小規模事業

者ニーズ対応型

支援 

－ ・助成 ３０件 ・助成 ３０件 

 

（２）魅力的な食品・農産品の高付加価値化 

①施策の概要 

産品のブランド化などを通じて「千葉市産だからこそ選ばれる」といった、魅力的な食

品や農産品の高付加価値化を図ります。 

 

②背景 

農水産物の産地であることや、その的確なブランディングを図り付加価値を高めるため

に、目利き人材等を活用し、地域資源の活用方策のあり方を検討し、事業化に向けたとり

くみを支援します。 

製品開発から販路拡大へと結びつけていく過程において、地域のノウハウを活用した製

造業や小売業等のノウハウ活用により新たな地域資源を活用した産業振興を図るため、異

業種や、サプライチェーンの関係主体間のネットワークを構築していくための環境整備を

進めていきます。 

 

③事業展開の方向性 

 食品関連事業者・生産者を対象とした事業展開 

 消費者の嗜好やトレンドを踏まえた産品の品質向上を目的とした、市内の事業者や

生産者が消費者ニーズを把握する機会の提供 
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 事業者・生産者毎に利益を最大化させる販路は異なるため、それぞれの方針に応じ

た販路（取引先）に対する商談機会の提供 

 千葉市産品のブランド化へ向けて、産品の認知度を向上させるプロモーションを実施 

 本市から近い大消費地である東京を中心とした市場拡大 

 国や県の制度の活用や、広域的な連携も検討 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 市内産品の付加価値を高め競争力強化を図るため、商品アドバイス会やプロモー

ション活動を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

高付加価値品の 

販路開拓 

－ ・２店 ・２店 

普及品の販路開拓 － ・６店 ・６店 

 

 企業の経営革新や新事業の創出を図るため、成長期にある企業の育成のための商

品開発及び販路開拓支援を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

中小・小規模事業

者ニーズ対応型

支援 

－ ・助成 ３０件 ・助成 ３０件 

 

 

（３）市民生活を支えるサービス産業の振興 

①施策の概要 

高齢化の進展や人口減少という課題への対応といった需要に対応した、地域内の市民ニ

ーズを取り入れた地域を支えるサービス産業を振興します。 

 

②背景 

政令市としての人口集積を有しており、若者や、女性、企業 OB などさまざまな人材が

確保出来ること、また、特に介護・福祉を中心に市場規模の拡大が見込まれることから、

地域内の市民ニーズをとりいれ、地域需要を喚起するようなサービス産業の振興を図りま

す。 

 

③事業展開の方向性 

 地域の生活を支えるサービス産業を対象とした事業展開 
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 先進的な取り組み事例の収集や広報・周知や勉強会等の開催を通じて、生産性向上や

顧客満足向上へ向けた機会を提供 

 千葉市産業振興財団の機能強化（特にコーディネーターの機能強化）を図り、販路開

拓支援・新サービス開拓支援等の多様な支援ニーズにきめ細かに対応 

 企業・大学・研究機関等との連携を強化し、各団体が持つ様々な資源を有効に活用で

きる環境の整備 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 企業の経営革新や新事業の創出を図るため、成長期にある企業の育成のための商

品開発及び販路開拓支援を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

商品開発・販路 

開拓支援 

・新規市場開拓 

支援 

・合同商談会 

・海外展開支援 

・オープンイノベ

ーション製品

開発助成 

 ２件 

・新商品・新技術

開発助成 

２件 

・販路開拓支援 

対象企業 

海外２社 

・オープンイノベ

ーション製品

開発助成 

 ２件 

・新商品・新技術

開発助成 

２件 

・販路開拓支援 

対象企業 

海外２社 

中小・小規模事業

者ニーズ対応型

支援 

－ ・助成 ３０件 ・助成 ３０件 
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３．MICE誘致・観光プロモーション強化によるグローバルな観光需要の取り込み 

 経済波及効果の大きい MICE 誘致を促進するとともに、県東南部の観光資源

との連携等を通じて、各種観光資源・エリアの魅力を発掘し、効果的なプロ

モーションをかけていくことによりトータルな千葉ブランドを確立し、国内

旅行者だけでなく、急速に成長するアジアを始めとする世界の観光需要を、

「おもてなしダイバーシティ」戦略のもと取り込みます。 

 

＜施策の体系＞ 

 

 

（１）地域経済効果を最大化するＭＩＣＥ誘致・開催、国際的イベントの誘致 

①施策の概要 

ＭＩＣＥの誘致・開催を推進することにより、ビジネスの機会やイノベーションを創出し

地域への大きな経済効果を生み出すとともに、都市の競争力・ブランド力の向上を図ります。 

 

②背景 

ＭＩＣＥは、会議開催、宿泊、飲食、観光等の経済・消費活動の裾野が広く、首都圏有

数のＭＩＣＥ関連施設の立地による集客力を活かし、地域経済効果を最大化するための取

組みをより一層推進する必要があります。とりわけ、平成 32年の東京五輪開催は、本市で

のＭＩＣＥの開催動向にも大きな影響を与えることが想定されることから、これらの機会

を逃さず、ＭＩＣＥや国際的イベントの誘致・開催に結び付けていくことが求められます。 

 

③事業展開の方向性 

 ちば国際コンベンションビューローと連携した、ＭＩＣＥ誘致活動の強化 

 外国人観光客を中心とした来訪者への各種情報提供や、施設・店舗等の割引、又、

快適に滞在できる環境提供など、おもてなしの仕組みの構築 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 地域経済の活性化や幕張新都心の賑わい創出を図るため、国際会議やコンベンシ

ョン開催に助成するとともに、イベント開催に伴う観光ＰＲや来訪者へのおもて

なし環境を整備します。 

3．ＭＩＣＥ誘致・観光プロモーションによる世界の観光
需要の取り込み

（１）地域経済効果を最大化するＭＩＣＥ誘致・開催、
国際的イベントの誘致

（２）観光資源のポテンシャルを活かした集客力の強化
と「おもてなしダイバーシティ」の実践
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取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

国際会議助成 ・３件 ・７件 ・１０件 

コンベンション等

助成 

・助成制度改正 ・１０件 ・１０件 

来訪者の滞在環境

の整備 

・公衆無線ＬＡＮ

環境整備 

 ２か所 

・来訪者おもてな

し環境の整備 

・来訪者おもてな

し環境の整備 

レッドブル・エアレ

ース千葉２０１５

開催に合わせた 

観光ＰＲ 

－ ・実施 ・実施 

幕張新都心情報 

プラットフォーム

構築 

－ ・構築 

・モデル運用 

・構築 

・モデル運用 

 

（２）観光資源のポテンシャルを活かした集客力の強化と「おもてなしダイバーシティ」

の実践 

①施策の概要 

観光都市としての千葉市の魅力向上を図り、その魅力を誰もが享受できるように観光資

源・サービスを整えることで、国内外からの集客を促進します。 

 

②背景 

急速に成長するアジア等の観光需要を取り込むために、現状、活かしきれていない観光

資源のポテンシャルを活かして集客力の強化を図る必要があります。また、東京オリンピ

ック・パラリンピックの開催期間中は、国内外から数多くの観光客が訪れることから、こ

れらを見据えた取り組みを推進します。 

 

③事業展開の方向性 

 千葉市観光協会サイトの充実化と機能強化を図るとともに、広報宣伝の機会の増

加 

 モスリムを含む外国人客が、人種・信条・性別・言語に基づくハンデなく本市の

魅力を満喫できるように、観光素材の開発や体験インフラを整備する「おもてな

しダイバーシティ」を推進 

 市内の海と緑を観光の核とする「ブルー＆グリーン」戦略をもとに、それらを舞

台に楽しめる「体験」「グルメ」の素材発掘と体験機会の創出 
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 グリーン（内陸部）においては、市内農家の新鮮な農産物や地元の食材を用いた

料理を提供する「農家レストラン」をオープン 

 ５つの海浜部それぞれの特色が際立つようにＰＲし、海辺の楽しみの多彩さを創

出 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 新たな観光需要の創出など、集客観光を推進するため、メディアを通じた情報発

信やインバウンドの推進、旅行商品の開発を進めます。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

情報発信機能の 

充実強化 

・観光情報サイト

リニューアル 

・観光ＰＲ大使の

活用 

・観光情報サイト

の充実 

・観光ＰＲ大使の

活用 

・観光情報サイト

の充実 

・観光ＰＲ大使の

活用 

インバウンドの 

推進 

・海外セールス ・海外セールス 

・おもてなしセミ

ナー開催 

・特設ホームペー

ジ開設・運用 

・海外セールス 

・おもてなしセミ

ナー開催 

・特設ホームペー

ジ開設・運用 

市内旅行商品の 

開発 

・体験型ツアー ・商品開発、集客

キャンペーン 

・商品開発、集客

キャンペーン 

 

 自転車を通じた観光振興を図るため、サイクルツーリズムを推進します。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

サイクルツーリズ

ムの推進 

・推進計画策定 ・ルート設定 

・サイクリスト受

入体制の構築 

・県サイクルツー

リズム広域連

携事業への参

加 

・サイクリングコ

ースの公表 
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４．チャレンジ精神に富む人材・企業の輩出 

 多様なビジネスチャンスが創造しやすい大都市としての強みを活かした起

業を支援し、将来の千葉市経済を牽引する多様な成長産業が生まれやすい環

境を整えていきます。 

 学生等の若年層、女性・シニア等の多様な人材の就労支援を行い、市内企業

の安定的な雇用環境を確保するとともに、地域経済の新たな担い手を育成し

ます。 

 

＜施策の体系＞ 

 

 

（１）スタートアップ企業の輩出による産業の担い手育成 

①施策の概要 

スタートアップ（起業）を促進することにより、将来の千葉市経済を牽引する成長産業

が生まれやすい環境を整え、地域経済の新たな担い手の育成を図ります。 

 

②背景 

日本再興戦略等において、わが国の起業を活性化するための様々な事業や国民意識の改

革・起業家教育等を積極的に支援すること掲げています。特に、成長分野として期待され

る医療・介護の分野を中心に、起業を支援する取り組みが重要となります。 

同時に、社会経済情勢の変化にともない、国民の価値観が多様化する中で、細やかな域

内需要ニーズに対応したサービスが必要となります。一定の市場性を有する同市において

需要を喚起するようなサービスを常に提供し続けられるよう、新たな視点をもった産業の

担い手となる人材を育成していく必要性は高くなっています。 

 

③事業展開の方向性 

 起業家人材の発掘・起業へ向けた支援・技術シーズの掘り起しと事業化へ向けた

支援といった、起業準備段階から、事業化に成功しインキュベーション施設を卒

業する段階まで、企業の成長段階に応じた支援を実施 

 特に、トライアル発注制度や、希望取引先への直接的な仲介といった、販路開拓

に重点を置いた支援を強化 

  

４．チャレンジ精神に富む人材・企業の輩出

（１）スタートアップ企業の輩出による産業の担い手育成

（２）市内企業への安定的な就職の支援と産業人材の育成
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④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 スタートアップ期にある事業者を支援するため、経営知識等の習得や販路開拓の

支援を行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

創業者研修 ・１講座／年 ・３講座／年増 ・４講座／年 

販路開拓支援 ・マッチングイベ

ント １回 

・トライアル認定

事業創設  

１０件 

・トライアル認定

事業創設  

１０件 

 

（２）市内企業への安定的な就職の支援と産業人材の育成 

①施策の概要 

就職活動を控えた市内大学生を対象に、市内企業の求人情報発信により就職活動に対す

る視野を広げることで雇用のミスマッチを防ぐとともに、市内における将来的な労働者人

口を確保します。 

一般求職者向けに加え、高い技術力や事業のノウハウを有する人材等に対する就労支援

を行うことで就労支援を行い、市内企業への安定的な雇用環境を維持します。 

本市企業の成長にとって最大の資源である、チャレンジ精神に富む産業人材の育成を図

ります。 

 

②背景 

政令市として、若者や女性、企業 OB など様々な就労意欲やノウハウを有する人材が存

在することを活かし、市の経済産業の担い手として活躍できるよう、市内企業への就労支

援を行っていきます。 

また、国として成長が期待される革新性の高い産業や、社会経済情勢が多様化する中で

一層細やかに市場のニーズに対応するなどの多様な産業振興をすすめていくため、新たな

発想にもとづき就業可能な人材を早期から育てていきます。 

 

③事業展開の方向性 

＜就労支援＞ 

 市内の大学生を中心とした求職者が、市内企業に関する情報へアクセスしやすい環

境を整備することにより、市内企業への就職を促進 

＜産業人材の育成＞ 

 小～高校生を対象にしたキッズ・アントレプレナーシップ教育により、経済活動を

中心とした世の中の仕組みに対する意識の向上や、将来の職業選択へ向けた能力開

発のきっかけを提供し、将来の産業人材を育成 

 大学生を対象としたキャリア教育により、就職へ向けた具体的な職種や企業の選択に
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対する意識の向上、又、能力開発へのきっかけを提供し、雇用のミスマッチを防止 

 高齢者、障害者、女性等の各階層の求職者に対する支援 

 市内の工業高校卒業生や、職業能力開発促進センター（ポリテクセンター千葉）の

職業訓練受講者など、高い技術力を有する人材の市内企業への就職を支援するとと

もに、市内企業に対してこうした市内教育・研修機関の認知度向上 

 

④主な取組み（第２次実施計画掲載事業） 

 雇用のミスマッチを解消するため、市内の魅力ある中小企業等の情報を大学等の

新卒者などに提供します。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

就業ポータルの 

開設 

－ ・開設・運用 ・開設・運用 

各大学への市内企

業データの提供 

－ ・提供 ・提供 

 

 若者を中心とした産業人材の育成を図るため、児童・生徒を対象に起業塾を実施

するとともに、市内企業と大学生のインターンシップのマッチングを行います。 

取組項目 ２６年度末現況 計画内容 ２９年度末目標 

キッズアントレ 

プレナーシップ 

の拡充 

・５４０人／年 

（４事業） 

・２０人／年増 ・５６０人／年 

大学生の市内企業

への雇用促進 

・合同企業説明会 

・企業見学バスツ

アー参加学生 

１００人／年 

・インターンシッ

プ支援参加企業 

 ６０社／年 

・インターンシッ

プ支援参加企業 

 ６０社／年 
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第６章  プランの推進へ向けて 

 

１．推進体制 

 千葉市及び公益財団法人千葉市産業振興財団を中心として、本アクションプラン

で掲げた施策を推進します。 

 本アクションプランで掲げた政策・施策・事業の方向性を基本としつつ、常に最

新の経済・社会状況の情報収集に努め、それらを踏まえて各年度の具体的な事業

計画を立案し、それを本アクションプランの下に体系的に位置づけます。 

 事業の遂行に際しては、本市経済部門の持つ資源を集中することにより事業を効

果的に実施します。 

 また、各年度の事業の立案・遂行に際しては、経済活動の主役である民間事業者

の状況把握に努めるとともに、商工会議所・商工会、大学等研究機関、その他金

融機関等の支援機関とも連携を図ります。 

 

２．進捗管理 

 本アクションプランで掲げた主な取組み（第２次実施計画掲載事業）に対する進

捗管理を行います。 

 また、本アクションプランの下で毎年度策定する具体的な事業計画に対して、毎

年度末に効果検証を行い、翌年度の事業内容の改善に活かします。 
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